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3.5 油層評価 

3.5.1 油層評価の概要 

(1) 油層評価の目的 

図 3.5.1 に石油･天然ガスの探鉱･開発の流れを示す。油ガス田の操業過程は探鉱に始ま

り、開発･生産段階を経て、最終的には廃鉱段階で施設を撤去して終了する。まず探鉱段階

では、地質調査および物理探査、特に地震探査を実施して、地下の状態を把握する。油ガ

ス層として有望と考えられる構造が発見された場合には、試掘井を掘削して検層データを

測定すると共に、油ガス層からコアや流体の試料を採取し、さらには、坑井試験を実施し

て実際に石油・天然ガスを地上に生産する。これらのデータを分析して、当該油ガス田の

採算性を検討し、開発に移行するか鉱業権を放棄するかを決定する。この採算性の検討の

根幹をなすのが油ガス層評価（oil/gas reservoir evaluation）である。具体的な評価手法や

内容については次項以降に記載するが、当該油ガス田に胚胎する油・ガス量、生産能力と

回収可能な量（埋蔵量）、経済性、さらには近年では環境に対する影響等を総合的に判断

して、開発に移行するか否かを決定することを目的としたものである。 
開発段階に移行後は、生産井･圧入井が掘削･仕上げられ、また、生産･出荷施設が建設さ

れる。この間にも油ガス層評価は継続的に実施されるが、坑井数が増加することによって

油ガス層の情報も増加するため、油ガス層評価の精度も向上する。この評価の結果によっ

て、坑井配置、目標生産量等の開発計画が策定・更新される。 
次に生産段階へと進むが、ここでも油ガス層評価は継続･更新され、油ガス田開発の経済

性を最大化すべく、追加坑井の配置、油ガス回収方法等を検討する。 
 

 

図 3.5.1 油･ガス開発の流れと油ガス層評価 

 

(2) 油層評価手法 

① データ収集･分析 
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考慮するが、ここでは図 3.5.2 に示すように、対象となる油ガス層から直接収集される

データに限定して紹介する。 

 

図 3.5.2 地質モデリング（geological modeling）の手順 （出典：栗原，2010） 

 
坑井掘削前に有効なデータとしては地震探査データが挙げられる。地震探査データを

解釈することで、油ガス層の構造を把握することが可能となる。 
一方、坑井が掘削されると、種々の詳細なデータを入手することができる。まず、坑

井検層を実施し、その結果を解析することで、油ガス層の岩石特性（3.5.2 項参照）を推

定できる。また坑井からコア試料が採取された場合には、これを実験室で分析すること

によって、孔隙率等の静的岩石特性のみならず、絶対浸透率（absolute permeability）、

相対浸透率（relative permeability）等の動的岩石特性も推定することが可能となる。 
さらには坑井において簡易生産試験を実施することで、坑井の生産能力、坑井近傍の

油ガス層特性等を解析することができる。また、この試験において油･ガス･水の流体試

料が採取されれば、それを実験室で分析することで、油ガス層流体特性（fluid property）
（3.5.3 項参照）を推定することができる。 

② 油ガス層特性分布の推定 

①の解析結果に基づき、油ガス層の構造や孔隙率や浸透率等の特性の分布が推定され

る。古典的な手法では、油ガス層の構造図や等孔隙率線図等が地形図の形で表されたが、

近年では図 3.5.3 に示すように、コンピュータ上で対象の油ガス層を多数のグリッドブ

ロックに分割した地質モデル（geological model）が構築される。この地質モデルでは、

地層特性のみならず、各グリッドブロックにおける流体特性や孔隙圧力･温度も定義され
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る。 
 

 

図 3.5.3 地質モデル例 （出典：Mira Geoscience ウェブサイト） 

  

③ 初期流体賦存量（petroleum initially in place）の推定 

②で作成した各種地形図あるいは構築した地質モデルを参照して、対象とする油ガス

層に胚胎する油･ガス･水の基準状態（standard condition、1 atm、15.6℃）における体

積、すなわち初期流体賦存量を推定する（3.5.5 項参照）。この段階では油ガス層特性分

布の不確実性が大きいため、それを考慮して確率論的に賦存量（petroleum in place）が

推定されることも多い。 

④ 開発計画の策定と油･ガス回収率の推定 

油ガス層の排油機構（drainage mechanism）（3.5.3 項参照）を参照して、対象とす

る油ガス層の開発計画、すなわち生産手法、坑井配置等が決定され、これに基づいて、

油・ガスの回収率を推定することになる。古くは、過去の統計に基づく推定や物質収支

法（material balance method）（3.5.4 項参照）による推定が行われていたが、近年で

は、②で構築した地質モデルをやや粗くした油ガス層モデル（oil/gas reservoir model）
を利用して油ガス層シミュレーション（reservoir simulation）（3.5.6 項参照）を行っ

て油ガス層挙動を予測し、油・ガスの回収率を推定するのが一般的である。 
ここで推定される油・ガスの回収量が埋蔵量である（3.5.5 項参照）。 

⑤ 経済性評価 

④で推定される油･ガスの生産挙動とコストの見積もりから、対象とする油ガス田開発

プロジェクトの経済性、すなわち正味現在価値（net present value）、内部収益率

（internal rate of return）、ペイアウトタイム（payout time）を試算する（3.5.6 項参
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照）。④と⑤のステップを繰り返し行うことで、最適な開発計画の策定とそれに基づく

埋蔵量の推定が完結する。 

⑥ 油ガス層評価の見直し 

油ガス層の開発が進むと、生産量や油ガス層圧力のデータが蓄積される。また新たに

坑井が掘削されれば、そこでの油ガス層特性情報が得られる。これらの追加情報を参照

して、地質モデルや油ガス層モデルを修正し、開発計画を見直して、油ガス層シミュレー

ションおよび経済性評価を再試行することで、油ガス田開発の全期間に渡って埋蔵量の

値が更新されていく。 
 

3.5.2 油層岩特性（reservoir rock properties） 

以下に油層岩の特性について簡単に紹介する。これらの特性は実験室におけるコア分析に

よって測定されるが（2.1.3. (3) 参照）、孔隙率は検層データを解析することによっても推定

できる （3.4.3. (2) 参照）。 

(1) 単相流動特性 

① 孔隙率 

油ガス層は、図 3.5.4 に示すように、岩石粒子の固体部分と粒子間の空間（孔隙）か

ら成り立っている。孔隙率φ は、岩石のかさ体積 bV に対する孔隙容積の pV の比で、次

式で表される。 
 

  
 

 

 

図 3.5.4 孔隙率と飽和率  
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孔隙容積および孔隙率は、油層岩が油･ガスを胚胎できる能力を示す特性で、油ガス層

を評価する上で、極めて重要なパラメータの一つである。孔隙は不規則な形状をしてお

り、互いに繋がっているものと、孤立しているものがあるが、孔隙内の流体は繋がり合っ

た孔隙を伝って流れるため、油層評価では繋がり合った孔隙が重要となる。この繋がり

合っている孔隙を有効孔隙と呼び、有効孔隙の容積と、かさ体積の比を有効孔隙率

（effective porosity）と呼ぶ。 
なお孔隙率の大きさは、岩石粒子の大きさよりも、岩石粒子の大きさの分布や形状に

依存する。すなわち、岩石粒子の大きさがまちまちであれば、大きな粒子の間に小さな

粒子が入り込み、孔隙率は小さくなる。 

② 孔隙圧縮率（compressibility） 

油ガス層は一般的に地下数千メートルに存在するため、地層の応力を受けている。一

方、孔隙内の流体も加圧されている。地層の応力と孔隙流体の圧力の差を有効応力と呼

ぶが、油ガスの生産に伴って孔隙内の圧力が低下すると、有効応力が増加して、孔隙率

が減少する。次式で定義される孔隙圧縮率は孔隙圧力の変化に対する孔隙率の変化率を

表すが、油層圧力の挙動を予測する上で重要な特性である。 
 
 

  
 

ただし、 rc は孔隙圧縮率［1/Pa］、 p は孔隙圧力［Pa］を示す。  

③ 絶対浸透率 

絶対浸透率とは、油層岩のような多孔質媒体内を水あるいは油等の流体が単相で流動

する際の流体の流れやすさの指標であり、Darcy の法則を用いて求めることができる 
（2.1.3. (3) も参照）。図 3.5.5 に示した長さ L ［cm］、断面積 A ［cm2］の多孔質媒

体内を粘度 µ［cP］の流体が流量Q［cc/s］で流動している時、上下流の差圧を p∆［atm］

とすると、Darcy の法則は次式で表される。 
 
 
 
式(3.5.3)における比例定数 k を絶対浸透率と呼び、上記の単位系では絶対浸透率の単

位は［D（Darcy）］となる。なお、SI 単位系では絶対浸透率の単位は[m2]となり、1 
[D]=9.869×10-13 [m2]である。絶対浸透率は油ガス層流体の賦存量には影響を及ぼさな

いが、流体流動すなわち、油・ガス・水の流動や回収率を支配する、重要性の高いパラ

メータである。 
 

𝑐𝑐𝑟𝑟 =
1
𝑉𝑉𝑝𝑝
𝜕𝜕𝑉𝑉𝑝𝑝
𝜕𝜕𝜕𝜕

 (3.5.2) 

p
L

AkQ ∆
µ

=  (3.5.3) 
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図 3.5.5 多孔質媒体中の単相流体流動 

 

(2) 多相流動特性 

油ガス層では、油･ガス･水が混在して流動していることが多く、その流動は単相流動よ

りも複雑である。孔隙中に複数の相が存在する場合、ある相が孔隙中に占める体積と孔隙

容積の比を、その相の飽和率（saturation）と呼ぶ（図 3.5.4 参照）。すなわち、孔隙中の

油･ガス･水相の体積を oV 、 gV 、 wV とすると、各相の飽和率 oS 、 gS 、 wS は次式で表され

る。 
 
 
 
 
 
   
 
 
また各相の体積の和は孔隙容積に等しいため、次式が成立する。 
 

 
 
多相流動特性は、この飽和率の関数として定義されることが多い。 

① 濡れ特性（wettability） 

貯留岩の表面に複数の相の流体が接触した場合に、岩石に対する湿潤性に従って、あ

る流体が優先的に岩石表面に付着する。図 3.5.6 に示すように、貯留岩の表面に水と油

が接触しているとき、水と岩石とがなす角度を接触角（contact angle）と呼ぶ。この角

度が 90°よりも小さければその岩石は親水性（water wet）であり、90°よりも大きけ

れば親油性（oil wet）である。この濡れ特性は後述の毛細管圧力（capillary pressure）
や相対浸透率に、つまりは流体の流動特性や油ガスの回収率に大きく影響を及ぼす。 
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図 3.5.6 貯留岩の濡れ特性 

 

② 毛細管圧力 

流体に毛細管を立てると毛細管の中を流体が上昇するが、これは毛細管内に働く毛細

管圧力に起因した現象である。図 3.5.7 は空気と水が存在する場合の毛管現象を示して

いるが、同図に示すように水が高さ h ［m］まで上昇した場合、毛細管内の空気の圧力

と水の圧力の差から、空気‐水系の毛細管圧力を求めることができる。 
毛細管圧力 cp ［Pa］は｢軽い相の圧力から重い相の圧力を引いた差圧｣と定義されるた

め、図 3.5.7 の場合には、次式で計算される。 
 
 
 

ここで ap 、 wp はそれぞれ空気および水の圧力であり、 wρ 、 aρ は水および空気の密度

［kg/m3］、 g は重力加速度［m/s2］である。 

 

親水性 中性 親油性親水性 中性 親油性

90<θ 90=θ 90>θ

水

油

( )ghppp awwac ρρ −=−=  （3.5.6） 
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図 3.5.7 毛管現象と毛細管圧力 

 
また毛細管圧力は、Young-Laplace の式から、空気‐水の界面張力σ ［N/m］、毛細

管の半径 r ［m］、および毛細管と水との接触角θ ［rad］と次式で関係付けられる。 

 

 
油ガス層内の孔隙内部は毛細管の集合とも考えられるため毛細管圧力が働き、親水性

の油ガス層では、油･ガスが存在する油ガス層上部まで水が上昇している。式（3.5.7）
より、径の小さな孔隙（毛細管）内の毛細管圧力は大きいため、図 3.5.8（a）に示すよ

うに、油ガス層中の水は小さな孔隙を通って高くまで上昇している。したがって、毛細

管圧力が高い部分、つまり油ガス層上部では、水が占める割合（水飽和率）は小さくな

る。一方、径の大きな孔隙では毛細管圧力は小さく、水は高くまで上昇しないため、毛

細管圧力が低い部分、つまり自由水面（free water level）近くでの水の飽和率は大きく

なる。 
したがって、図 3.5.8（b）に示すように、油‐水あるいはガス‐水の毛細管圧力は、

水飽和率の減少と共に増加する。すなわち、親水性の油層内では自由水面から毛細管圧

力によって水が吸い上げられており、自由水面からの高さが高くなるにつれて、水飽和

率は減少していく。またある高さよりも上では、どうしても下降してこない水を残して、

孔隙内を油・ガスが占めることとなる。このときの水飽和率を不動水（irreducible water）
飽和率と呼ぶ。油‐水の界面から、水飽和率が等しくなるまでの区間を漸移帯（transition 

θ
cp

ghp aa ρ−

ghp wa ρ− ap
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h

毛細管内圧力分布

毛管現象

r
pc

θσ cos2
=  （3.5.7） 
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zone）と呼ぶが、この区間には流動可能な油・ガスと水が混在しているため、ここに生

産井を仕上げても直ぐに水の生産量が増加してしまう。 
 

 

図 3.5.8 毛細管圧力と水飽和率の関係 

 

③ 相対浸透率 

本項（1）の③では、多孔質媒体中を単相が流動している場合の流体流量や差圧と絶対

浸透率の関係を述べたが、多相が流動している場合にも、次式に示すように同様な関係

が成り立つ。 
 
 
 
 
 

 

ここで、下付き文字の o 、 w 、 g は、油、水、ガスを表す。また𝑘𝑘𝑜𝑜、𝑘𝑘𝑤𝑤、𝑘𝑘𝑔𝑔は、それ

ぞれの相に対する有効浸透率（effective permeability）と呼ばれる。 
有効浸透率と絶対浸透率の比が相対浸透率で、次式で定義される。 
 
 
 
 

 

 
図 3.5.9 に油と水の相対浸透率の例を示すが、各相の相対浸透率はその相の飽和率の

増加に伴って増加する。ただし、水飽和率が不動水よりも小さい場合には、毛細管圧力
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によって水は流動できず、 0=rwk となる。一方、油飽和率がある程度小さくなると、水

が油をバイパスしてしまい、油は流動できず、 0=rok となる。この時の油の飽和率を残

留油飽和率（residual oil saturation）と呼ぶが、これが油の回収率を低下させている一

因である。 

 

図 3.5.9 油‐水相対浸透率の例 

 

(3) その他の特性 

上記の他にも、電気比抵抗や地層係数等の電気特性、超音波伝播速度等の音響特性も重

要な貯留岩特性であり、検層解析に利用される。また油ガス層によっては、ヤング率やポ

アソン比等の岩石力学特性、熱伝導率等の熱特性が重要になることもある。 
 

3.5.3 油ガス層流体特性 

本項では油ガス層に胚胎される油・ガス・水の特性、特に圧力･温度に対する特性について

解説する。 
 

(1) 油･ガスの組成 

原油は多数の成分の混合物で、その大部分は炭化水素であるが、少量の硫黄、窒素、酸

素や重金属も含んでいる。一方、天然ガスはメタンを中心に構成され、エタン、プロパン、

ブタン等の軽質炭化水素や二酸化炭素、窒素、硫化水素、水素、水蒸気等の無機ガスも含ん

でいる。これらの内、二酸化炭素や硫化水素を含むものを酸性ガス（acid gas）、含まな
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いものをスウィートガス（sweet gas）と呼ぶ。また、天然ガス中にプロパンやブタン等の

ある程度重いガスが含まれていると、ガス層から地上にガスを生産した際に、ガスの一部

が液体となることがあるが、このようなガスを湿性ガス（wet gas）と呼ぶ。これに対して、

メタンが支配的であるガスは地上でも液分が抽出されないが、このようなガスは乾性ガス

（dry gas）と呼ばれる。 
表 3.5.1 に通常の油、揮発性の高い油、ガス・コンデンセート（gas condensate）（本

項（2）参照）、湿性ガス、乾性ガスの油ガス層状態での組成の例を示す。この順にメタン

の含有率が増加して、重質成分の含有量が減少していくが、この差違は油ガスの根源物質

や熟成度の違いに起因している。 
 

表 3.5.1 油ガス層流体の組成例 

性状 乾性ガス 湿性ガス 
ガス・コン

デンセート 
揮発性の高

い油 
通常の油 

地上での状態 無色のガス 
無色のガス 
+ 少量の透

明な液体 

無色のガス 
+ 多量の透

明/麦色の液

体 

茶色の液体

（赤/緑色も

あり）+無色

のガス 

黒色の粘度

のある液体+
無色のガス 

初期ガス油比

（gas oil 
ratio）

（m3/m3） 

液分なし >3000 600-3000 500-600 20-500 

液体 API 比重

（API 
gravity） 

― 60-70 50-70 40-50 <40 

ガス比重 
(air=1) 

 
0.60-0.65 0.65-0.85 0.65-0.85 0.65-0.85 0.65-0.8 

組成  (mol%)     
C1 

C2 

C3 

C4 

C5 

C6 

C7+ 

96.3 
3.0 
0.4 
0.17 
0.04 
0.02 
0.0 

88.7 
6.0 
3.0 
1.3 
0.6 
0.2 
0.2 

72.7 
10.0 
6.0 
2.5 
1.8 
2.0 
5.0 

66.7 
9.0 
6.0 
3.3 
2.0 
2.0 
11.0 

52.6 
5.0 
3.5 
1.8 
0.8 
0.9 
27.9 
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(2) 相挙動（phase behavior）および相平衡（phase equilibrium） 

① 相挙動 

炭化水素を中心にした多成分で構成されている原油や天然ガスは、温度･圧力に応じて

液相か気相の 1 相になるか、あるいは気・液 2 相になる。図 3.5.10 は炭化水素を中心と

した多成分流体の、圧力・温度に対する相挙動を示したものであるが、温度･圧力に依存

して流体の相状態が変化することを示している。 
 

 

図 3.5.10 炭化水素を中心とする多成分の相挙動 

 
この図で中心の曲線で囲まれた領域に油ガス層の温度･圧力がある場合には、流体は

気･液 2 相となり、この液相の体積比率は領域内に引かれた線図のようになる。一方、油

ガス層の温度･圧力がこの領域の外側となる場合には、流体は気相か液相のいずれか 1 相

となる。 
まず、温度がある程度低い場合には（図 3.5.10 の領域 A）、低圧では 2 相状態で存在

していた気相は、圧力の増加に伴い液相に溶解し、圧力がある値以上になると液相 1 相

となる。逆の方向から表現すると、この領域では圧力が十分に高い場合には液相 1 相で

あるが（図 3.5.10 では A1）、圧力がある値（図 3.5.10 では A2）よりも小さくなると気

相が発生し、気・液 2 相となる（図 3.5.10 では A3）。この A2 に相当する圧力を沸点圧

力（bubble point pressure） bp と呼ぶが、温度の上昇に伴い沸点圧力は高くなり、図 

3.5.10 に示すように、その軌跡は沸点圧力曲線となる。 
一方、温度がある程度高い場合には、いくら圧力が高くとも、流体は液相となること

はない（図 3.5.10 では領域 B および C）。さらにこの領域は、異なる性質を持つ二つの
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領域 B と C に分けることができる。領域 B では圧力が十分に高い場合には流体は気相で

あるが（図 3.5.10 では B1）、圧力がある値（図 3.5.10 では B2）よりも小さくなると、

液相が凝縮して気・液 2 相となる（図 3.5.10 では B3）。ただし、図 3.5.10 に示すよう

に、凝縮する液相の体積比率は圧力の低下に伴って一旦増加するが、さらに圧力が低下

すると再び減少していく（図 3.5.10 では B4）。このような液相の凝縮の現象をレトロ

グレード凝縮（retrograde condensation）と呼び、凝縮した液体はコンデンセートと呼

ばれる。また、B2 に相当する圧力を露点圧力（dew point pressure） dp と呼び、温度に

伴う露点圧力の軌跡が露点圧力曲線である。沸点曲線と露点曲線の交点を臨界点

（critical point）と呼び、臨界点における温度、圧力が、それぞれ臨界温度（critical 
temperature）、臨界圧力（critical pressure）である。領域 B よりもさらに温度が高い

領域 C では、圧力に依らず常に気相 1 相の状態となり、液相が現れることはない。領域

B と C の境界の温度をクリコンデンサーム（cricondentherm）と呼ぶ。 
図 3.5.10 に示した圧力‐温度状態図は流体の組成によって異なるものとなるが、ある

貯留層流体の状態図において、初期の貯留層状態が領域 A に存在する場合には、その貯

留層は油層と定義され、そこから産出される流体は原油とガスとなる。また、この油層

の初期圧力が沸点圧力以上であれば、油 1 相の油層となり、初期圧力が沸点圧力よりも

小さければ、層内にガス（ガスキャップ（gas cap））が存在する 2 相状態の油層となる。 
また貯留層の初期状態が領域 B にある場合には、その貯留層はガス･コンデンセート

層と呼ばれ、産出する流体はガスとコンデンセートである。ガス･コンデンセート層の初

期圧力が露点圧力以上であればガス 1 相となり、露点圧力よりも小さければ初期の状態

でガスの下部にコンデンセートを胚胎することとなる。 
貯留層の初期状態が領域 C にあれば、その貯留層はガス層と呼ばれ、産出する流体は、

乾性ガスであればガスのみ（地上の温度･圧力状態で気相 1 相）、湿性ガスであればガス

と液分（地上の温度･圧力状態で気･液 2 相）である。 
表 3.5.1 に、典型的な油ガス層で産出されるガスと液体の特徴、産出されるガスと液

体の比率等が示されている。 

② 相平衡 

上記では、油ガス層内の流体の相挙動を定性的に紹介したが、本項では気液 2 相の平

衡状態をより定量的に解説する。なお、気相は理想気体、溶液は理想溶液と仮定する。 
油ガス層流体が n 個の成分で構成されている場合、成分 i の気相中のモル分率を iy と

すると、成分 i の気相の分圧 ip は、Dalton の法則により、気相の全圧 p と次式で関係

付けられる。 
 

 
 

 
 
一方、Raoult の法則により、成分 i の気相の分圧は成分 i の蒸気圧 vip と成分 i の液相

∑
=
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i
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1
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中のモル分率 ix との積に等しくなるため、次式が成立する。 

 

 

式（3.5.11）と式（3.5.12）から次式が導かれる。 
 

 

   

 
ここで、 iK は平衡定数（equilibrium constant）と呼ばれ、温度、圧力、流体組成に

よって決定されるもので、NGAA（Natural Gasoline Association of America）のチャー

ト等を参照したり、状態方程式（equation of state）を解いたりすることで推定できる。

ある組成･温度の流体の平衡定数の例を、圧力の関数として図 3.5.11 に示す。この流体

の場合、気･液が平衡状態に達すれば、同図に示す平衡定数と各成分の気･液相中のモル

分率は式（3.5.14）を満足するが、これは各成分の気相のフガシティと液相のフガシティ

が等しくなっていることに他ならない。 
 

 

図 3.5.11 平衡定数の例 （出典：Amyx J.W. et.al., 1960） 

viii pxp =  （3.5.12） 

viii pxpy =  （3.5.13） 
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全体のモル数（流体を構成する各成分のモル数の和）が 1 mol の流体が平衡状態に達

した時に、液相のモル数を L 、気相のモル数をV とし、流体全体における成分 i のモ

ル分率を iz とすると、次式が成立する。 

 
 

 
 

 

 

 
式（3.5.16）に式（3.5.14）を代入すると、次式が得られる。 
 
 
 
 

 

式（3.5.15）より、 VL −=1 であるから、式（3.5.18）および式（3.5.19）を変形して

次式を得る。 
 

 

 

 
式（3.5.17）、式（3.5.20）、式（3.5.21）より、次式が成立する。 
 
 

 

式（3.5.22）が Rachford-Rice の式と呼ばれるフラッシュ計算（flash calculation）式

で、流体組成と温度･圧力に対応した各成分の平衡定数を推定することができれば、この

式より気･液相の組成およびモル分率（相平衡状態）を計算することが可能となる。 
 

(3) 油特性 

比重、組成、流動点等の原油の性状は原油分析によって測定されるが、油層評価におい

ては、PVT（Pressure-Volume-Temperature）試験によって測定される、油層温度･圧力

条件でガスが溶解した状態の油の特性が重要となる。ここでは代表的な油の PVT 試験とそ

1=+VL  （3.5.15） 
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れによって測定される油の特性について記載する。 

① PVT 試験 

油の PVT 試験の代表例として、フラッシュ放散試験（flash liberation test）とディファ

レンシャル放散試験（differential liberation test）が挙げられる。 

a) フラッシュ放散試験 

フラッシュ放散試験は Constant Composition Expansion Test とも呼ばれ、図 3.5.12
に示すように、油層温度状態で容器内の流体を外部に放出することなく、複数の圧力段

階における流体の体積を測定するものである。沸点圧力以上では油は液相 1 相となるた

め、圧力に対する体積変化は小さいが、圧力が沸点圧力より小さくなると油に溶解して

いたガスが遊離するため、圧力に対する流体の体積変化は著しく大きくなる。したがっ

て、この試験を実施することによって、沸点圧力を推定することが可能になるとともに、

圧力に対する流体の圧縮率を求めることができる。 
 

 

図 3.5.12 フラッシュ放散試験の概念 

 

b) ディファレンシャル放散試験 

ディファレンシャル放散試験は、図 3.5.13 に示すように沸点圧力以下で実施され、圧

力の低下に伴って油から遊離したガスを随時外部に放出しながら、容器内の油の体積、

放出されたガスの体積･組成を測定するものである。 

 

図 3.5.13 ディファレンシャル放散試験の概念 
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c) その他の試験 

上記以外にも、油層温度状態での各圧力における油の粘度測定や、油層からセパレー

タ（separator）を通して油･ガスを分離する過程を模したセパレータ試験等も実施され

る。 

② 油特性 

PVT 試験を行うことにより、以下の油特性が測定される。 

a) 基準状態における特性 

ディファレンシャル放散試験において、油層温度で 1 気圧まで減圧した油をさらに基

準状態まで冷やして、溶解ガスを放出し切った後の油の比重 osγ と油の体積 osV を測定す

るが、これらは重要な特性値である。なお、油の比重は以下の式で計算される API 比重

に換算されることも多い （2.1.1 も参照）。 
 
 

 

b) 沸点圧力以上での圧縮率 

フラッシュ放散試験結果から、沸点圧力以上で油の体積 oV が圧力 p の関数としてど

のように変化するかを示す指標として、圧縮率 oc が次式によって計算される。 

 

 

 

c) 容積係数（formation volume factor） 

容積係数 oB とは、次式で定義されるように、ディファレンシャル放散試験で測定され

た油層状態での油の体積と基準状態における油の体積の比である。 
 
 

 

図 3.5.14 に示すように、沸点圧力までは圧力の増加に伴うガスの溶解によって油の容

積係数は増加するが、それ以上に圧力が増加すると、容積係数は減少する。 
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図 3.5.14 油特性の概要 

 

d) 溶解ガス油比 

溶解ガス油比 sR は、油に溶解しているガスの基準状態における体積 gsV と基準状態に

おける油の体積の比で、次式により計算される。 
 

 

ディファレンシャル放散の各圧力段階で放出されるガス量を合計すると、沸点圧力に

おける溶解ガス量が求められるが、ある圧力における溶解ガス量は、沸点圧力からその

圧力まで圧力が低下する間に油から放出されたガス量の合計を沸点圧力における溶解ガ

ス量から減じたものである。したがって図 3.5.14 に示すように、1 気圧に対する溶解ガ

ス油比は 0 で、沸点圧力までは圧力の上昇に伴って増加する。沸点圧力以上では、油に

溶解しているガス量は沸点圧力におけるものと同じであるため、溶解ガス油比は一定と

なる。 

e) 油密度（oil density） 

油層において溶解ガスを含む油の密度 oρ ［kg/m3］は次式で計算される。 

 
 

 

ここで𝜌𝜌𝑜𝑜𝑠𝑠、𝜌𝜌𝑔𝑔𝑔𝑔は基準状態における油およびガスの密度［kg/m3］である。 

f) 油粘度（oil viscosity） 

図 3.5.14 に示すように、沸点圧力までは、圧力が上昇するとガスの溶解に伴って油粘

度は減少するが、沸点圧力以上では、圧力が上昇すると油が圧縮されるため、油粘度は

増加する。 
 

容積係数

溶解ガス油比

粘度

減点圧力 圧力

油
特

性

𝑅𝑅𝑠𝑠 =
𝑉𝑉𝑔𝑔𝑔𝑔
𝑉𝑉𝑜𝑜𝑜𝑜

 （3.5.26） 

𝜌𝜌𝑜𝑜 =
𝜌𝜌𝑜𝑜𝑜𝑜 + 𝑅𝑅𝑠𝑠𝜌𝜌𝑔𝑔𝑔𝑔

𝐵𝐵𝑜𝑜
 （3.5.27） 
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(4) ガス特性 

ガスの PVT 特性は、PVT 試験を実施して実測することも可能であるが、多くの場合に

はガス組成を基に、次式で示される実在気体に対する状態方程式を参照して推定される。 
 

 

ここで p 、V 、 n 、T はそれぞれ、圧力［Pa］、体積［m3］、モル数［mol］、絶対

温度［K］を示す。また R はガス定数で、この単位系では 8.3143 J/mol/K に等しい。なお、

𝑧𝑧 はガス偏差係数あるいは単に𝑧𝑧 -ファクター（z-factor）と呼ばれる係数で、理想気体に対

する Boyle-Charles の法則を実在気体に適用するための補正値である。 

① ガス比重･密度（gas gravity/density） 

ガス組成よりガスの分子量 M を求めれば、ガス比重 gγ ［air=1］は次式によって計算

することができる。 
 

 

また、式（3.5.28）よりガス 1 mol の体積は
p

zRT
であるため、ガス密度 gρ ［kg/m3］

は次式で計算される。 
 

 

② 圧縮率 

ガスの圧縮率は、式（3.5.24）と同様に次式で計算される。 
 

 

 
式（3.5.31）に式（3.5.28）を代入すると、定温状態では次式が得られる。 

 

③ 容積係数 

ガスの容積係数は、油と同様に、貯留層状態でのガスの体積 gV と基準状態におけるガ

スの体積 gsV の比として定義され、次式で表される。 

 
 

znRTpV =  （3.5.28） 

97.28
M

g =γ  （3.5.29） 

zRTzRT
Mp g

g
γ

ρ
02897.0001.0

==  （3.5.30） 

dp
dV

V
c g

g
g

1
−=  （3.5.31） 

dp
dz

zpdp
dz
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z

z
p

p
z

dp
d

z
p

p
znRT

dp
d

znRT
pcg

111
2

−=









+−−=





−=








−=  （3.5.32） 

gs

g
g V

V
B =  （3.5.33） 
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式（3.5.28）より gV および gsV は圧力の関数として次式で計算できる。 

 
 
 
 

 
なお、式（3.5.35）の下付き文字の𝑠𝑠は基準状態を示す。式（3.5.34）および（3.5.35）

を式（3.5.33）に代入し、次式を得る。 
 
 

 

式（3.5.35）に𝑝𝑝𝑠𝑠=101,325 [Pa]、𝑇𝑇𝑠𝑠=288.71[ K]、𝑧𝑧𝑠𝑠=1.0（理想気体）を代入すると、

ガスの容積係数は圧力･温度の関数として次式で与えられる。 
 

 

すなわち、圧力･温度とそれに対応する z-ファクターが求まれば、実験で測定しなくと

も、ガスの容積係数を推定することが可能となる。 

④ z-ファクター 

z-ファクターは厳密には 3 次状態方程式を解くことによって求めるが、簡便的にはガ

ス比重を基にチャートから読み取ることができる。 
この手法ではまず、ガス比重からチャートにより、あるいはガス組成から計算によっ

て、ガスの擬似臨界圧力（pseudo critical pressure）𝑝𝑝𝑐𝑐［Pa］および擬似臨界温度（pseudo 
critical temperature）𝑇𝑇𝑐𝑐［K］を求める。次に、次式によって、擬似対臨界圧力 rp と擬

似対臨界温度 rT を計算する。 

 
 
 

 

 
z-ファクターは図 3.5.15 に示すチャートより、擬似対臨界圧力･温度の関数として読み

取れば良い。 

p
znRTVg =  （3.5.34） 

𝑉𝑉𝑔𝑔𝑔𝑔 =
𝑧𝑧𝑠𝑠𝑛𝑛𝑛𝑛𝑇𝑇𝑠𝑠
𝑝𝑝𝑠𝑠

 （3.5.35） 

𝐵𝐵𝑔𝑔 =
𝑧𝑧𝑝𝑝𝑠𝑠𝑇𝑇
𝑧𝑧𝑠𝑠𝑝𝑝𝑇𝑇𝑠𝑠

 （3.5.36） 

p
zTBg 0.351=  （3.5.37） 

c
r p

pP =  （3.5.38） 

c
r T

TT =  （3.5.39） 
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図 3.5.15 擬似対臨界圧力･温度の関数としての z-ファクター   

（出典：Craft B.C. and Hawkins M.F., 1959） 

⑤ 粘度 

ガスの粘度は、ガス比重、擬似対臨界圧力･温度の関数として、チャートより読み取る

ことができる。 
 

(5) ガス・コンデンセート特性 

① PVT 試験 

ガス･コンデンセート流体に対しては図 3.5.16 に示す定積放散試験（constant volume 
depletion test）が実施される。この試験では、圧力容器の体積を一定に保ったままガス

のみを外部に放出し、放出したガスの基準状態での体積、組成、ガス･コンデンセート比

および容器内に析出したコンデンセートの体積を測定するものである。 
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図 3.5.16 定積放散試験の概念 

② ガス・コンデンセート特性 

a) ガス特性 

各圧力段階で放出された流体は、基準状態においては、モル分率𝑓𝑓𝑔𝑔で分子量𝑀𝑀𝑔𝑔のガス

と、モル分率（1 − 𝑓𝑓𝑔𝑔）で分子量𝑀𝑀𝑐𝑐のコンデンセートの気・液 2 相に分離する。放出さ

れた流体が基準状態ですべてガスである（凝縮したコンデンセートが気化している）と

仮定した場合、そのガスの比重 gcγ ［air=1］は、次式によって計算できる。 

 

 

貯留層状態のガス（コンデンセートが気化している状態のガス）の容積係数および粘

度は、式（3.5.40）より求めたガス比重を基に、本項（4）に記載したのと同じ手法で推

定できる。 
また、各圧力段階における生産ガス‐コンデンセート比（gas condensate ratio）R は、

PVT 試験結果を参照して推定できるが、この R は、基準状態におけるガスおよびコン

デンセートのモル体積𝑉𝑉𝑚𝑚𝑚𝑚、𝑉𝑉𝑚𝑚𝑚𝑚［m3/mol］およびガスモル分率𝑓𝑓𝑔𝑔と次式で関連付けられ

る。 
 

 

 
 

 

b) コンデンセート特性 

各圧力段階で放出されたコンデンセートの基準状態の比重𝛾𝛾𝑐𝑐は、PVT 試験によって測

定できる。またこの比重は、式（3.5.23）によって、API 比重に換算することができる。

なお、コンデンセートの分子量𝑀𝑀𝑐𝑐は組成より計算することが望ましいが、測定データが

無い場合には、コンデンセートの比重𝛾𝛾𝑐𝑐より次式で推定できる。 
 

ガス
ガス

pd, TR p1, TR pR, TR

ガスガス ガス

油 油 油 油

( )
97.28

1 cggg
gc

MfMf −+
=γ  （3.5.40） 

𝑅𝑅 =
𝑓𝑓𝑔𝑔 𝑉𝑉𝑚𝑚𝑚𝑚

�1 − 𝑓𝑓𝑔𝑔� 𝑉𝑉𝑚𝑚𝑚𝑚
 （3.5.41） 

𝑓𝑓𝑔𝑔 =
𝑅𝑅 𝑉𝑉𝑚𝑚𝑚𝑚⁄

𝑅𝑅 𝑉𝑉𝑚𝑚𝑚𝑚 + 1 𝑉𝑉𝑚𝑚𝑚𝑚⁄⁄  （3.5.42） 
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一方、貯留層に析出するコンデンセート体積分率（飽和率）は、PVT 試験で測定した

析出コンデンセート体積より計算する。 
図 3.5.17 に生産ガス･コンデンセート比、生産ガスの比重、貯留層に析出するコンデン

セートの体積分率の概念を圧力の関数として示す。 
 

 

図 3.5.17 ガス･コンデンセート特性の概念 

 

(6) 地層水特性（formation water property） 

貯留層に胚胎する水の特性（比重、圧縮率、容積係数、粘度）については、水分析によ

り測定される各種イオンの含有量に基づいて水の塩分濃度をまず計算し、塩分濃度および

圧力・温度の関数として、チャートより読み取ることができる。ただし、水の粘度に関し

ては、圧力に依存せずに一定として扱うことも多い。 
 

3.5.4 排油機構と油・ガス生産 

(1) 排油機構 

排油･排ガス機構の基本形式には、圧縮流体が膨張するエネルギーに支配されるものと重

力エネルギーに支配されるものとに大別されるが、前者の例として、溶解ガス押し

（solution gas drive）型、ガスキャップ押し（gas cap drive）型、水押し（water drive）
型があり、後者の例に重力押し（gravity drive）型がある。これら基本形式の組合わせに

よるものを組合せ押し（combination drive）型と呼んでいる。多くの油層は組合せ押し型

であるが、主として働く型によって、これらの型のいずれかに分類することができる。 
表 3.5.2 および図 3.5.18 に、各種排油機構の油層の特徴と典型的な生産挙動を載せる。 

  

生産ガス比重

生産ガス･コンデンセート比

露点圧力 圧力

ガ
ス
･コ

ン
デ
ン
セ
ー
ト
特

性

コンデンセート体積分率

𝑀𝑀𝑐𝑐 =
44.29𝛾𝛾𝑐𝑐

1.03 − 𝛾𝛾𝑐𝑐
 （3.5.43） 
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表 3.5.2 各種排油機構の特徴 

排油機構 圧力変化 生産ガス油比 生産水油比 回収率 

溶解ガス押し型 
bp までは急減少 

bp 以下で緩減少 
bp 以下で上昇、

その後、減少 
低い 10～30% 

ガスキャップ押し型 
溶解ガス押しよ

り緩やか 
漸増 低い 20～40% 

水押し型 小さい 
初期溶解ガス油

比に等しい 
漸増 30～75% 

 

 

（a）溶解ガス押し型、ガスキャップ押し型、水押し型油層の油層圧力の変化 

 

（b）溶解ガス押し型、ガスキャップ押し型、水押し型油層の生産ガス油比の変化 

図 3.5.18 溶解ガス押し型、ガスキャップ押し型、水押し型の典型的な油層挙動 

（出典：Clark N.J., 1960） 

① 溶解ガス押し型 

この型の油層は初期圧力が沸点圧力よりも大きく、不飽和の状態にある。この状態で

油層圧力が低下すると、油層圧力が沸点圧力に等しくなるまでは、排油エネルギー

（drainage energy）は油相の膨張のみで極めて小さい。沸点圧力以下では油相よりガス

が遊離し始め、油相は収縮しガス相は膨張して（図 3.5.14 参照）、これが排油エネルギー

となる。 
油層圧力が沸点圧力に近い時には、遊離したガスの飽和率は小さい。油層圧力の低下

に伴ってガス飽和率は徐々に増加し、ある点でガスの有効浸透率を有するに至り、図 
3.5.19（b）に示すように、層内は油･ガスの 2 相流となる。その後坑井での生産ガス油
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比は著しく上昇するが、ガス排出後は生産ガス油比は再び低下する（図 3.5.18）。 
この型の油層では、油相圧力の低下あるいはガスの生産に起因して十分な量の油の生

産が不可能となった時点で油の採収が終了し、最終的な油回収率は 10～30%と低い。 
 

 
図 3.5.19 溶解ガス押し型 （出典：Clark N.J., 1960） 

 

② ガスキャップ押し型 

この型の油層は初期圧力が沸点圧力よりも低く、油に溶解されなかったガスは構造上

部に移動してガスキャップを形成している（図 3.5.20）。したがって、ガス‐油界面で

の初期油層圧は沸点圧力に等しい。この状態で油層圧が低下した場合、油が胚胎してい

る部分の流体の挙動は、前述した溶解ガス押し型と同じであるが、これに加えてキャッ

プガスの膨張が排油エネルギーとして大きく貢献する。キャップガスは膨張してガス‐

油界面が下降し、一部の油がガスによって置換されて坑井へと押される。 
この型の油層からの原油の最終回収率は溶解ガス押し型のそれよりも大きく、20～

40%の範囲であるが、この値は主としてガスキャップの大きさとガスの油置換効率とに

依存する。すなわち、ガスキャップが大きければ、また置換効率が高ければ、油の回収

率は向上する。置換効率に影響する因子では油の粘度と垂直方向の油層浸透率が重要で、

前者が小さく後者が大きいほど置換効率は大きくなる。 
ガスキャップ押し型油層の特徴および典型的な生産挙動を、表 3.5.2 および図 3.5.18

にそれぞれ示している。 
  

（a）

（b）

（a）初期状態

（b）50%減退
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図 3.5.20 ガスキャップ押し型油層 （出典：Clark N.J., 1960） 

 

③ 水押し型 

この型の油層では、主として油層の側面や底部に隣接する帯水層内の水の膨張によっ

て排油が行われる。水押しもガスキャップ押しと同じく置換型の排油である。油層圧力

の低下に伴い、帯水層の水の膨張によって、水層から油層内への水の浸入が起こり、一

部の油が水によって置換されて坑井へと押される（図 3.5.21）。ただし、水の圧縮率は

非常に小さいため、水層がかなりの量（油量の数倍から無限大）の水を有していないと

水押しの効果は目立たない。 
水押し型の油層からの油の最終回収率は 30～75%以上に達するが、この値は、主とし

て油層への水の浸入量と水による油の置換効率とに依存する。隣接帯水層の規模と浸透

率が大きければ水の浸入量は大きくなり、油の粘度が小さくなれば油の置換効率は高く

なる。 
図 3.5.18 に水押し型油層の生産挙動、表 3.5.2 にその特徴を示した。 

  

（a）断面図

（b）平面図



第 3 章 探鉱から生産までの基礎技術 

 -140- 

 
図 3.5.21 水押し型油層 （出典：Clark N.J., 1960） 

 

④ 重力押し型 

この型の排油は油層内流体の密度の差異によって生ずる。重力作用により、ガスと油

とは油層内分離を起こし、ガスは上方に移動し油は下方に向かって移動する。この現象

はすべての油層においてある程度存在しているが、この作用が主として支配する油層を

重力押し型油層または分離ガス押し型油層という。 
重力押し型油層からの油の最終回収率は広範囲に変化するが、重力排油に適した油層

状態で、重力による分離が最大になるように適切に生産井位置と生産レートを設定した

場合には 80%以上に達することもある。この最終回収率は、油の粘度や相対浸透率にも

依存するが、主として油層の傾斜方向の浸透率と傾斜の大きさに支配される。傾斜が大

きく、またフラクチャーが発達しているなど浸透率が良好な場合には、油層で分離した

ガスが油層の構造頂部に移動・集積し、二次的ガスキャップを形成する。この様な場合

には、油層底部に生産井を仕上げ、二次的ガスキャップ押しを利用できるように生産レー

トを調整して、高い回収率を得ることができる。 

⑤ 組合せ押し型 

上述の①~④は排油機構の基本型であるが、実際には二つ以上の排油機構が働いている

油層が多い。図 3.5.22 はガスキャップ押し型と水押し型の組合せの例である。 
 

（a）断面図

（b）平面図
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図 3.5.22 組合せ押し型油層 （出典：Clark N.J., 1960） 

 

なお、上記の排油エネルギーが不十分である場合に、人工的にガスや水を油層に圧入

して排油エネルギーを増強することがあるが、これを二次採収法（secondary recovery）
と呼んでいる。すなわち、二次採収法では、ガスキャップにガスを圧入したり、帯水層

（あるいは油層）に水を圧入したりする。因みに、油層が本来有していないエネルギー、

例えば熱エネルギーや化学反応によるエネルギーを外部から注入するために、水蒸気、

二酸化炭素、化学薬品等を油層に圧入する手法を、三次採収法（tertiary recovery）あ

るいは増進回収法と呼ぶ（3.6 も参照）。 
 

(2) 坑井挙動 

ここでは、油層評価の基礎の一つである坑井挙動を紹介する。 

① 非定常流動（unsteady state flow） 

周囲の他の坑井との干渉が無い場合には、例えば（周辺に他の坑井が存在しない）探

鉱井の坑井試験においては、単相流の流動方程式（flow equation）は、次式の円筒座標

系の物質収支式で表される。 
 
 

 

ここで、 tc は孔隙圧縮率と流体圧縮率の和、 µ は流体粘度である。これらを含め、上

式の全ての変数の単位は SI 単位である。 

（a）断面図

（b）平面図
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式（3.5.44）を式（3.5.45）の初期条件と式（3.5.46）および式（3.5.47）の境界条件

で解くと、式（3.5.48）を導くことができる。 
 
 
 
 

 

 

  

 
ここで、 inip は油ガス層の初期圧力、q は基準状態における流体産出レートを示す。ま

た、指数積分は次式で定義される。 
 
 

 

さらに、式（3.5.48）は、
𝑘𝑘𝑘𝑘

𝜑𝜑𝜑𝜑𝑐𝑐𝑡𝑡𝑟𝑟2
> 25の場合には、次式の対数関数で近似することがで

きる。 
 
 
 

   
したがって、流動坑底圧力（flowing bottomhole pressure） )(tpw は、式（3.5.50）に

wrr = を代入して、さらに坑井近傍の生産障害（スキン）を考慮してスキンファクター

（skin factor） sを導入すると、坑井試験解析で用いられる次式が得られる。 
 
 

② 準定常流動（semi-steady state flow） 

上記では圧力が時間および空間の関数として変化する場合、すなわち無限に続く多孔

質媒体における圧力変化について記載した。媒体が有限である場合には、あるいは他の

坑井と干渉がある場合には、圧力が境界に伝播した後に、媒体のどの部分においても時

間に対してほぼ一定に変化する、つまり
t
p
∂
∂

がほぼ一定となることがあり、この状態を準

定常状態（semi-steady state）と呼んでいる。 
図 3.5.23 に示すように、半径 er の境界を持つ円筒形媒体の中心に位置する坑井から定

 0 @, allfor , == trpp ini  （3.5.45） 

0@t for , >∞→→ rpp ini  （3.5.46） 
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流量で生産をし、圧力が境界まで伝播した後に流動が準定常状態に達したときの圧力挙

動は、上記と同じく式（3.5.44）を解いて求めることができる。ただし、初期条件の式

（3.5.45）と境界条件の式（3.5.47）は同じであるが、境界条件の式（3.5.46）は、閉境

界を反映して次式となる。 
 
 

 

 

図 3.5.23 準定常状態における圧力分布 

計算の詳細は省略するが、境界における圧力 ep 、媒体内の平均圧力 p および流動坑底

圧力 wp と流量 q との関係は次式で表される。 

 
 

 
   
 
 
 
なお、スキンファクター sを導入すると、式（3.5.53）は次式となる。 

 
 
 
 
 

 

③ IPR （Inflow Performance Relationship） 

IPR（Inflow Performance Relationship）とは、貯留層からどれだけの流体を生産す

ることができるかを、流動坑底圧力の関数で示したものである。油層の場合、油の生産

量は平均油層圧力や流動坑底圧力の関数として次式で表される。 
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ここで、

J は生産指数（PI：Productivity Index）と呼ばれる係数であるが、式（3.5.54）から、

次式で表されることがわかる。 
 

 

a) 線形 IPR 

油の沸点圧力が低く、ドローダウン圧力（drawdown pressure）（ wpp − ）を大きく

しても油層でガスが遊離しなければ、式（3.5.56）の rok は流動坑底圧力に依らず一定

である。また油の粘度や容積係数は通常は圧力によって大きく変化しないため、式

（3.5.56）の oµ および oB は流動坑底圧力に依存せず、ほぼ定数と考えて良い。この場合、

式（3.5.55）の生産指数 J は定数と考えられるため、式（3.5.55）で計算される流動坑

底圧力（ wp ）と油生産レートの関係を図示すると、図 3.5.24 に示すように直線関係が得

られる。これが線形 IPR と呼ばれるもので、一般的には最も広く用いられている IPR で

ある。なお、式（3.5.55）で流動坑底圧力をゼロ、すなわち 0=wp とした場合に、理論

的な最大生産レート（AOF:Absolute Open Flow）が求められる。この値を maxq として

式（3.5.55）を変形すると、線形 IPR は次式に示すように標準化される。 
 
 
 

 

 

図 3.5.24 線形 IPR の概念 
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b) その他の IPR 

油の沸点圧力がある程度高い場合には、ドローダウン圧力が大きくなると、すなわち

流動坑底圧力が小さくなると、油層でガスが遊離し、そのために式（3.5.56）の rok が小

さくなり、生産指数 J も小さくなる。したがって流動坑底圧力と油生産レートの関係は

直線関係からずれていき、特に流動坑底圧力が小さくなる程、直線関係からの乖離の程

度は大きくなる。この現象を考慮して、ガスが遊離した場合にもある程度適用できるよ

うに線形 IPR を修正した IPR が幾つか提唱されているが、その代表的なものが以下に示

す Vogel の IPR と Fetkovich の IPR である。 
 
 
 

  

 

 
 

 
ここで、 Vogelmaxq − 、 Fetkovichmaxq − は、式（3.5.57）で表される線形 IPR の AOF とは異

なるそれぞれの IPR に特有の最大生産レートである。 
いずれの IPR においても、ドローダウン圧力が小さい場合には PI は同じになるはず

である。すなわち、( )
ppw

pp
w

w dp
dqPI

=
= 








= はどの IPR でも等しくなるため、式（3.5.58）、

（3.5.59）および（3.5.60）は、線形 IPR における最大生産レート maxq を用いて、次式

の様に標準化される。 
 

 

 
ただし、 

0=x ：線形 IPR 
8.0=x ：Vogel の IPR 
0.1=x ：Fetkovich の IPR 

 
図 3.5.25 に上記三つの標準化 IPR を示すが、Vogel の IPR および Fetkovich の IPR

では、流動坑底圧力が小さくなるにつれて線形 IPR ほど生産レートが大きくならない様

子が明示されている。 
 

2

8.02.01 







−








−=

− p
p

p
p

q
q ww

Vogelmax
 

（Vogel の IPR） 
（3.5.59） 

2

8.01 







−=

− p
p

q
q w

Fetkovichmax
 

（Fetkovich の IPR） 
（3.5.60） 

( ) ( )
2

111








−








−−=

+

s

wf

s

wf

max p
p

x
p

p
x

q
xq  （3.5.61） 



第 3 章 探鉱から生産までの基礎技術 

 -146- 

 

図 3.5.25 標準化した各種 IPR 

④ OPR（Outflow Performance Relationship） 

坑井から油・ガスを生産する際には、坑口で必要とされる圧力（ minwhp − ）が決まって

いる。すなわち、流動坑口圧力が minwhp − よりも小さくなると、その坑井からの生産を継

続できなくなる。OPR（Outflow Performance Relationship）とは、坑口で minwhp − を維

持するために必要な流動坑底圧力を流体レートの関数として求めたものである。 
坑井内の圧力損失は次式を含めて複数の式が提唱されているが、流体と坑井管壁との

摩擦の推定が難しく、実測値に合わせて補正する必要がある。 
 

 

ここで、V 、 z 、 v 、θ 、 F は、それぞれ、単位質量当たりの流体体積［m3/kg］、

垂直深度［m］、流速［m/s］、坑井傾斜角［rad］、摩擦熱係数［J/kg/m］である。 
図 3.5.26 に IPR と OPR を組み合わせた図を示すが、この図は、IPR と OPR の交点

に対応する生産レートより大きなレートでは生産できない（坑口圧力が minwhp − よりも小

さくなってしまう）ことを示している。したがって、油層圧力（ p ）が十分に高い場合

には、OPR に制約される流動坑底圧力（ wp ）が高くても、ある程度大きな生産レート

で生産を継続できるが、油層圧力の低下に伴い IPR が変化してくると、生産レートを減

少させなければ生産を継続することができなくなる。これが、油ガス層末期における生

産減退の大きな要因である。 
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図 3.5.26 IPR と OPR 

 

3.5.5 埋蔵量評価 

(1) 埋蔵量の定義 

ここでは 2007 年に SPE（Society of Petroleum Engineers）によって提唱された定義（図 
3.5.27）に従って、油ガス層における埋蔵量等の流体量について解説する。これらの流体

量は全て基準状態に換算したもので、その単位は、SI 単位系では全て m3 であるが、伝統

的にフィールド単位系も併用されており、液体に対してはSTB（Stock Tank Barrel = 0.159 
m3）、気体に対しては SCF（Standard Cubic Feet = 0.02832 m3）で表記されることも多

い。 
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図 3.5.27 SPE による埋蔵量等の定義 

 

① 初期総賦存量（total petroleum initially in place） 

初期（生産前）に貯留層に胚胎する油･ガス資源の全体量を「初期総賦存量」と呼ぶ。

「賦存量」については「原始埋蔵量（original in place）」あるいは「資源量」と呼ばれ

ることもあるが、他の分類の用語と混同して使用される懸念があるため、ここでは「賦

存量」に統一して使用する。「初期賦存量」は未発見のものと既発見のものにさらに分

類される。 

② 未発見賦存量（undiscovered petroleum initially in place） 

未発見の賦存量は、堆積盆地の分析結果や過去の統計等に基づいて推定しているため、

その信頼性は低い。未発見の賦存量の内、回収可能と考えられる量を「将来的資源量

（prospective resources）」と呼び、信頼度に応じて下方予想値、中間予想値、上方予

想値の 3 種類の値が推定される。将来的資源量が期待される貯留層を、その地質学的な

信頼度に基づき、プロスペクト、リード、プレイと呼ぶことも多い。 
またこの未発見の賦存量の中には、回収不可能（unrecoverable）と考えられる量も含

まれている。 

③ 既発見初期賦存量（discovered petroleum initially in place） 

既に発見されている賦存量は、現在の技術および経済条件で生産可能なものとそうで

ないものにさらに分類することができる。 

a) 商業生産が不可能な賦存量（sub-commercial petroleum initially in place） 

評価時の技術および経済条件では生産することができなくとも、油価が上昇する、資

源量がより正確に評価される、販売先が確定する等の条件を満たせば生産することが可
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能な油･ガス量を「条件付き資源量（contingent resources）」と称する。すなわち、「条

件付き資源量」とは、技術的には回収可能であるが、何らかの制約で商業生産をするこ

とができない量を指す。また「条件付き資源量」については、信頼度に応じて 1C（最も

信頼度の高い量）、2C（中程度の信頼度のものまでを含めた量）、3C（信頼度の低いも

のまでを含めた量）の 3 種類の値が推定される。 
なお、商業生産が不可能な賦存量には、条件如何に依らず、技術的に生産不可能な量

が含まれるが、これは回収不可能量に分類される。 

b) 商業生産が可能な賦存量（commercial petroleum initially in place） 

評価時の技術および経済条件で生産することが可能な量が「埋蔵量」である。「埋蔵

量」はその信頼度に応じて、確認（proved）埋蔵量、推定（probable）埋蔵量、予想（possible）
埋蔵量に分類され、確認のみの埋蔵量の値を 1P、確認と推定の二つの埋蔵量の合計値を

2P、予想埋蔵量までを加えた値を 3P と称している。 
商業生産が可能な賦存量には、（今後生産されるであろう）埋蔵量に加えて、既に生

産された「既生産量」が含まれる。したがって評価時における油・ガスの回収率は、既

生産量と埋蔵量の合計（埋蔵量として 3P を採用する場合には商業生産が可能な賦存量

に等しい）を既発見初期賦存量で除した値に等しい。将来的に技術が進歩したり、周囲

の条件が変化したりすれば、評価時には「商業生産が不可能な賦存量」や「未発見賦存

量」に分類されていたものが、「埋蔵量」として計上され、埋蔵量が増加するが、これ

を「埋蔵量成長（reserve growth）」と呼ぶ。いくら油･ガスを生産しても埋蔵量がそれ

ほど減少しない、あるいは逆に増加するのは、この埋蔵量成長による。 
 

(2) 埋蔵量評価手法 

油ガス田の埋蔵量評価手法は、参照するデータによって容積法（volumetric method）、

物質収支法、減退曲線法（decline curve method）に大別できる。また、別の分類として、

最も蓋然性が高いと考えられる埋蔵量の値を推定する決定論的手法（deterministic 
method）と、期待される埋蔵量値の確率分布を推定する確率論的手法（probabilistic 
method）とに区別することもできる。 

① 容積法 

容積法では、地震探査、検層、コア分析、流体分析、坑井試験等のデータに基づいて、

対象とする貯留層の特性を推定し、貯留層に胚胎する油･ガスの初期賦存量を求める。さ

らに油･ガスの回収率を推定することによって、油･ガスの埋蔵量を計算する手法で、最

も広く用いられる。 

a) 油ガス層特性を均一と仮定する場合 

油層については油および溶解ガスを対象に、次式により埋蔵量を推定する。 
 
 
 

( )






−=
−=

poi

oiwiNGi

NENN
BSVRN 1φ

 （3.5.63） 
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ここで𝑁𝑁𝑖𝑖および𝑁𝑁は油の既発見初期賦存量と埋蔵量を、𝐺𝐺𝑖𝑖および𝐺𝐺は溶解ガスの既発見初期

賦存量と埋蔵量を示す。また𝑉𝑉、𝑅𝑅𝑁𝑁𝑁𝑁、𝜑𝜑、𝑆𝑆𝑤𝑤𝑤𝑤、𝐵𝐵𝑜𝑜𝑜𝑜、𝑅𝑅𝑠𝑠𝑠𝑠は油層特性で、それぞれ油層体積

（面積×厚さ）、ネットグロス比、孔隙率、初期水飽和率、初期油容積係数、初期溶解ガ

ス油比を表す。また、𝐸𝐸𝑜𝑜および𝐸𝐸𝑔𝑔は油および溶解ガスの回収率、𝑁𝑁𝑝𝑝および𝐺𝐺𝑝𝑝は、基準状

態における油および溶解ガスの評価時までの累計生産量である。 
油層体積は地震探査データから、ネットグロス比、孔隙率および初期水飽和率は検層お

よびコア分析データから、油ガスの容積係数は流体分析（PVT 試験）データから推定する

ことができる。一方、油･ガスの回収率は貯留層特性や排油機構のみならず、貯留層の不

均質性や生産手法等にも依存するため、その推定は困難である。古くは類似油層の過去の

統計値等の簡便的な値を適用していたが、現在では、次項で紹介する数値シミュレー

ションによって推定するのが主流となっている。 
同様に乾性ガス層あるいはガスキャップについては、次式によってガスの埋蔵量を推定

する。 
 
 
 
 

ただし、式（3.5.65）で変数G と下付添え字 g は、式（3.5.63）の変数 N と下付添え字 o
に代わって、（遊離）ガスを表す。 

ガス･コンデンセート層においては、次式によって、コンデンセートが気化した状態の

ガスの初期賦存量 ciG を推定する。 

 
 

 

ただし、𝐵𝐵𝑔𝑔𝑔𝑔𝑔𝑔はコンデンセートが気化した状態でのガスの容積係数である。基準状態に

おけるガスおよびコンデンセートの埋蔵量は、この𝐺𝐺𝑐𝑐𝑐𝑐の値を基に、次式で推定する。 
 
 
 
 
 

 
式（3.5.67）における𝑓𝑓𝑔𝑔は、式（3.5.40）～（3.5.42）に示したガスモル分率である。 

 







−=
=

pgi

siii

GEGG
RNG

 （3.5.64） 

( )






−=

−=

pgi

giwiNGi

GEGG

BSVRG 1φ
 （3.5.65） 

𝐺𝐺𝑐𝑐𝑐𝑐 = 𝑉𝑉𝑅𝑅𝑁𝑁𝑁𝑁𝜑𝜑(1 − 𝑆𝑆𝑤𝑤𝑤𝑤) 𝐵𝐵𝑔𝑔𝑔𝑔𝑔𝑔⁄  （3.5.66） 







−=

=

pgi

cigi

GEGG

GfG
 （3.5.67） 







−=
=

poi

iii

NENN
RGN

 （3.5.68） 
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また式（3.5.68）において、𝑁𝑁はコンデンセートの埋蔵量を表す。なお、湿性ガスの場

合にも、式（3.5.66）～（3.5.68）を用いることで、ガスと液体分の埋蔵量を別々に推定

することが可能となる。 

b) 油ガス層特性が不均一な場合 

孔隙率や層厚等の特性が油ガス層全体にわたって均一と見做せることは極めて稀であ

る。したがって、探鉱段階のように、坑井数が少なく、貯留層特性の分布を推定するこ

とが困難な場合を除いて、貯留層の不均質性を考慮して埋蔵量を評価することとなる。 
古典的な手法は、各坑井において炭化水素孔隙有効層厚（hydrocarbon net pay 

thickness）（ ( ) iwie BSh −1φ ）を計算し、それに基づいて等炭化水素孔隙有効層厚マップ

を作成し、各炭化水素孔隙有効層厚とそれに対応する面積をプロットして、それを積分

することで油･ガスの初期賦存量を推定することができる（図 3.5.28）。なお、 eh は有

効層厚、 iB は流体の初期容積係数である。 

 

 

（a） ( ) iwie BSh −1φ （炭化水素孔隙有効層厚）マップ 

（b）炭化水素初期賦存量の推定 

図 3.5.28 古典的容積法による初期賦存量の推定 

 
近年は、図 3.5.3 に示したように、油ガス層を複数の微細なグリッドブロックに分割

した地質モデルを構築することが多い。このモデルでは、坑井におけるφ 、 eh 、 wiS 、

iB の値から、各グリッドブロックにおけるこれらの値を補間等によって推定し、各グ

リッドブロックに対して計算された初期賦存量を貯留層全体で合計して初期賦存量を求

める。 
 

② 物質収支法 

容積法のように貯留層の各特性を推定し、それを積み上げて埋蔵量を推定するのでは

（b）

0.00
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1.00
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2.00

2.50

0.00 6000.00 7000.00 8000.00 9000.00

炭
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水
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層
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（
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）
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なく、油ガス層を一つのタンクと見做して、生産量と貯留層圧力の関係から埋蔵量等を

推定する手法が物質収支法である。この手法では、油ガス層（すなわちタンク）内で流

体は PVT 特性に基づく平衡状態になっているとの仮定に基づいて導出した理論式（物質

収支式）に、累計生産量や貯留層圧力の実測値を当てはめてることで、流体量を推定す

ることができる。したがって、油ガス層の個々の特性（孔隙率、有効層厚、水飽和率等）

を推定する必要はないが、ある程度の期間の生産履歴が必要となる。 

a) ガス層の物質収支 

図 3.5.29（a）に示すように、初期ガス賦存量が𝐺𝐺𝑖𝑖であるガス層から𝐺𝐺𝑝𝑝のガスおよび𝑊𝑊𝑝𝑝

の水を生産した結果、ガス層圧力が初期圧力 ip から𝑝𝑝へと低下したとする。この間にガ

ス層には貯留層状態で eW の水が浸入したとすると、ガス層の孔隙容積は不変だと仮定す

ると、以下の式が成立する。 
 

 

ここで giB および gB は、 ip および p におけるガスの容積係数で、3.5.3 項の（3）で解説

した方法で推定することができる。また、 wB は圧力 p における水の容積係数である。 

式（3.5.69）は次式のように変形できる。 
 
 

 

ガス層への水の浸入量 eW は van Everdingen-Hurst の式等によって推定することがで

きるが、ガス層の中には、水の浸入および生産を殆ど無視することができるものも多い。

その場合、式（3.5.70）は次式に変形できる。 
 

 

 
3.5.3 項で示したように、 gB は pz に比例するため、式（3.5.71）は最終的に次式で表

される。 
 
 

 

ここで、𝑧𝑧𝑖𝑖および𝑧𝑧は圧力 ip および𝑝𝑝におけるガスの z-ファクターであるが、3.5.3 項の

（3）で解説した手法で推定できる。 
式（3.5.72）は𝑝𝑝 𝑧𝑧⁄ と𝐺𝐺𝑝𝑝が直線関係となることを示しており、両者をプロットすると図 

3.5.29（b）が得られる。この直線を𝑝𝑝 = 0つまり𝑝𝑝 𝑧𝑧⁄ = 0まで延長すれば、 iG 、すなわち

初期ガス賦存量を推定することができる。また実際には𝑝𝑝 = 0になるまでガスを生産する

𝐺𝐺𝑖𝑖𝐵𝐵𝑔𝑔𝑔𝑔 = �𝐺𝐺𝑖𝑖 − 𝐺𝐺𝑝𝑝�𝐵𝐵𝑔𝑔 + �𝑊𝑊𝑒𝑒 −𝑊𝑊𝑝𝑝�𝐵𝐵𝑤𝑤 （3.5.69） 

𝐺𝐺𝑖𝑖 =
𝐺𝐺𝑝𝑝𝐵𝐵𝑔𝑔 − �𝑊𝑊𝑒𝑒 −𝑊𝑊𝑝𝑝�𝐵𝐵𝑤𝑤

𝐵𝐵𝑔𝑔 − 𝐵𝐵𝑔𝑔𝑔𝑔
 （3.5.70） 

𝐺𝐺𝑖𝑖 =
𝐺𝐺𝑝𝑝𝐵𝐵𝑔𝑔

𝐵𝐵𝑔𝑔 − 𝐵𝐵𝑔𝑔𝑔𝑔
 （3.5.71） 

p
ii

i
ii G

zG
p

zpzp −=  （3.5.72） 



第 3 章 探鉱から生産までの基礎技術 

 -153- 

ことは不可能であり、ガス層圧力がある圧力 ap （放棄圧力）に達するとガスは生産でき

なくなる。したがって生産可能な量であるガス埋蔵量は、上記の直線で aa zpzp = に対

応する𝐺𝐺𝑝𝑝に等しくなる。 
なお、水の浸入を無視できない場合の埋蔵量推定については、Havlena-Odeh の方法

等が提唱されている。 
 

 

（a）物質収支法の概念 

 

（b）ガス層埋蔵量の推定 

図 3.5.29 ガス層の物質収支法 

 

b) 油層の物質収支 

図 3.5.30（a）に示すように、初期油賦存量が iN である油層内に、油部分の体積の𝑚𝑚倍

の体積を持つガスキャップが存在する（地震探査や検層結果から推定される）と仮定す

る。この場合、ガスキャップを含む油層全体の体積𝑉𝑉は次式で表される。 
 

初期状態

Gp生産時点

放棄圧力に到達

Gp＝埋蔵量 圧力＝0

Gi＝原始埋蔵量
累計ガス生産量

z
p

pG

( )ii zp

( )tt zp

( )aa zp

oiioii BmNBNV +=  （3.5.73） 
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ただし、 oiB は初期圧力 ip における油の容積係数である。 

この油層から𝑁𝑁𝑝𝑝の油と𝑁𝑁𝑝𝑝𝑅𝑅𝑝𝑝（𝑅𝑅𝑝𝑝は生産ガス油比）のガスおよび𝑊𝑊𝑝𝑝の水を生産した結

果、油層圧力が ip から𝑝𝑝に低下した場合、その状態での油層内の流体の体積について考

える。 
まず、圧力の低下に伴ってガスキャップは次式で表されるように膨張する。 
 
 

 

また、油部分の体積は、油生産や圧力低下に伴うガスの遊離によって、次式のように

収縮する。 
 
 
 

ただし、 oB は圧力 p における油の容積係数である。 

一方、油から遊離したガスは、その全てが油層に留まっていると仮定すれば、油層で

の体積は、次式で表される。 
 
 

 

なお、𝑅𝑅𝑠𝑠𝑠𝑠および𝑅𝑅𝑠𝑠は、それぞれ ip および𝑝𝑝における溶解ガス油比である。 

ただし、一部のガスは既に生産されてしまっているため、既生産ガスの油層での体積

も考慮しなければならない。 
 

 

さらに水の浸入部分の体積は次式で表される。 
 
 

 

gasprodeucedwatergasliberatedoilcapgas VVVVV −+++ が式 (3.5.73）のV と等しいため、油層

に対する以下の物質収支式が導出される。 

 

𝑉𝑉𝑔𝑔𝑔𝑔𝑔𝑔 𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐 = 𝑚𝑚𝑁𝑁𝑖𝑖𝐵𝐵𝑜𝑜𝑜𝑜
𝐵𝐵𝑔𝑔
𝐵𝐵𝑔𝑔𝑔𝑔

 （3.5.74） 

𝑉𝑉𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜 = �𝑁𝑁𝑖𝑖 − 𝑁𝑁𝑝𝑝�𝐵𝐵𝑜𝑜 （3.5.75） 

𝑉𝑉𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡 𝑔𝑔𝑔𝑔𝑔𝑔 = �𝑁𝑁𝑖𝑖𝑅𝑅𝑠𝑠𝑠𝑠 − �𝑁𝑁𝑖𝑖 − 𝑁𝑁𝑝𝑝�𝑅𝑅𝑠𝑠�𝐵𝐵𝑔𝑔 （3.5.76） 

𝑉𝑉𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝 𝑔𝑔𝑔𝑔𝑔𝑔 = 𝑁𝑁𝑝𝑝𝑅𝑅𝑝𝑝𝐵𝐵𝑔𝑔 （3.5.77） 

𝑉𝑉𝑤𝑤𝑤𝑤𝑤𝑤𝑤𝑤𝑤𝑤 = (𝑊𝑊𝑒𝑒 −𝑊𝑊𝑝𝑝)𝐵𝐵𝑤𝑤 （3.5.78） 

𝑁𝑁𝑖𝑖 =
𝑁𝑁𝑝𝑝�𝐵𝐵𝑜𝑜 + 𝐵𝐵𝑔𝑔�𝑅𝑅𝑝𝑝 − 𝑅𝑅𝑠𝑠�� − �𝑊𝑊𝑒𝑒 −𝑊𝑊𝑝𝑝�𝐵𝐵𝑤𝑤

𝐵𝐵𝑜𝑜 − 𝐵𝐵𝑜𝑜𝑜𝑜 + 𝐵𝐵𝑔𝑔(𝑅𝑅𝑠𝑠𝑠𝑠 − 𝑅𝑅𝑠𝑠) + 𝑚𝑚𝐵𝐵𝑜𝑜𝑜𝑜 �
𝐵𝐵𝑔𝑔
𝐵𝐵𝑔𝑔𝑔𝑔

− 1�
 

（3.5.79） 
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ここで𝑥𝑥を式（3.5.79）の右辺の分母、𝑦𝑦を分子とすると、𝑥𝑥および𝑦𝑦は生産量および油

層圧力の履歴から算出され、図 3.5.30（b）のように比例関係となり、油の初期賦存量𝑁𝑁𝑖𝑖
はこの比例定数と等しくなる。 

 

（a）物質収支法の概念 

 

（b）初期油賦存量の推定 

図 3.5.30 油層の物質収支法 
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③ 減退曲線法 

油･ガスの生産が既に減退期に入っている場合には、図 3.5.31 に示すように、過去の

生産レートの履歴を経済限界に相当する生産レートまで外挿すれば、今後生産できる量

を推定すること、すなわち埋蔵量を推定することができる。ただし、この手法では生産

が減退に至るまでの長期間の履歴が必要であり、また可採量を推定することはできるが、

初期賦存量を推定することはできない。 
減退曲線法では、生産履歴を参照し、指数曲線型、双曲線型、調和曲線型の 3 種類か

ら 1 つを選択して適用する。 
 

 

図 3.5.31 減退曲線法による埋蔵量の推定 

 
指数曲線型の減退曲線は次式で表される。 
 
 
 

 

ここで、 iq および tq は初期および時間 t における生産レート、 tQ は時間 t における累

計生産量、D は減退率（生産レートの減退量と累計生産量の比 𝑑𝑑𝑑𝑑
𝑑𝑑𝑑𝑑
）を示す。油ガス層の

末期には、指数型の減退を示す例が多い。 
双曲線型の減退曲線は次式で表される。 
 
 
 
 

累計油生産量（106 m3）

経済生
産限界

確認埋蔵量（1P）

・定率減退 （n=0）
・双曲線減退 （0<n<1）
・調和減退 （n=1）

( )tDn1
q

i
q n1

i

+
=

油
生

産
量

（
10

3
m

3 /d
）

現時点の
生産量

確認＋推定＋予
想埋蔵量（3P）

甘めの生産減退
予測（双曲線型）

0 5 10 15 20 25 30
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ただし、𝑛𝑛は0 < 𝑛𝑛 < 1の指数で、𝐷𝐷𝑖𝑖は減退開始時の減退率�𝑑𝑑𝑑𝑑
𝑑𝑑𝑑𝑑
�
𝑡𝑡=0

である。減退が比較

的早期から開始されている場合には、双曲線型の減退曲線となることが多く、図 3.5.31
に示すように、初期減退率が同じであれば指数曲線型の減退曲線による予測よりも大き

な埋蔵量が予測される。 
調和曲線型の減退曲線は次式で表されるが、この型の減退曲線は楽観的に過ぎ、適用

例は殆どない。 
 
 
 

 

④ 確率論的手法 

前述の確認･推定･予想埋蔵量は国や機関、会社によって独自に定義されており、その

内容は多様である。また近年では油ガス層のもつ不確実性を表現することの重要性が認

識されている。そこで、決定論的に一つの値の埋蔵量を推定・報告するのではなく、埋

蔵量が曖昧な数字であるとの立場から、確率論的手法によって埋蔵量を確率分布として

推定する手法が広がりつつある。この手法を導入することにより、埋蔵量に対する不確

実性が明確になり、埋蔵量をリスク分析の一つのパラメータとして取り扱うことができ

る。また、例えば確認埋蔵量を 90%以上の確度を持つ量（P90）と定義すれば、個々の

評価者による評価値の違いを防ぐことが期待できる。 
ここでは、確率論的手法を容積法に適用した代表的手法であるモンテカルロ法

（MC:Monte Carlo method）と地質統計学（geostatistics）的手法を紹介するが、減退

曲線法においても、減退率の確率分布を与えて確率論的に埋蔵量を推定するなど、確率

論的手法が広く適用できることに留意されたい。 

a) モンテカルロ法 

油ガス田開発の初期においては、容積法の計算における各パラメータ、すなわち式

（3.5.63）等におけるV 、 NGR 、φ 、 wiS 、 oiB 、 oE 等の値は不確実であるため、各

パラメータ値をある確率分布として表現することができる。この場合、図 3.5.32（a）に

示すように、各パラメータの値は確率分布と乱数によってランダムに推定される。これ

らのランダムに推定されたパラメータ値に基づいて複数回（通常は数千回～数万回）計

算される埋蔵量値は、結果として図 3.5.32（b）に示すように一つの確率分布として表す

ことができる。この手法がモンテカルロ法による埋蔵量計算として知られている。 
図 3.5.32（b）に示すように、モンテカルロ法では、累積確率分布関数の例えば 90%、

50%、10%に対応する埋蔵量の値を、それぞれ P90、P50、P10 と表現する。すなわち

P90 とは、90%の確率で埋蔵量はこの値よりも大きくなると期待される悲観的な（下方

の）値であり、P10 とは、この値よりも埋蔵量が大きくなる確率は 10%しかないという

楽観的な（上方の）値である。本項（1）で述べた確認、推定、予想の各埋蔵量とモンテ

カルロ法によって求められた埋蔵量分布を単純に関係付けることはできないが、確認埋
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蔵量は P90、推定埋蔵量は P50～P70、予想埋蔵量は P10～P30 くらいに相当すると考

えられる。 
 

 

（a）概念 

 

 
（b）埋蔵量確率分布の作成 

図 3.5.32 モンテカルロ法 

 

b) 地質統計学を用いた手法 

地質統計学は、坑井位置等に限定されて取得されている散在データから、データ間の

特性値の確立分布を推定する有力手法で、埋蔵量評価に必要な構造、層厚、孔隙率等の

分布を複数通り推定することを可能とする。この手法ではまず、データ間の距離とその

データの類似性をバリオグラム（variogram）と呼ばれる関数で定量化する。次に、既

知のデータをコントロールポイントとして使用し、バリオグラムで定義されたデータの

距離と類似性を参照して、クリギング（kriging）という手法により、コントロールポイン
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ト以外の場所において最も蓋然性が高いと考えられる貯留層特性値を推定すると共に、

その推定値に内在する誤差の分布も計算する。 
最終的には条件付きシミュレーション（conditional simulation）と呼ばれる手法によ

り、コントロールポイント以外の場所で推定されたパラメータを、誤差の確率分布に基

づきランダムに変化させ、幾通りもの貯留層特性分布を作成する（図 3.5.33）。分布の

一つ一つをリアリゼーション（realization）と呼び、各リアリゼーションに対して油ガ

ス層シミュレーションを実施して回収率を計算することにより、埋蔵量の確率分布を求

めることができる。モンテカルロ法に比べ、一つのリアリゼーションの処理に時間がか

かるため、通常は 10～100 程度のリアリゼーションを作成する。 
 

 

図 3.5.33 地質統計学を用いた手法の概要（特性分布推定例） 

 

⑤ 各開発段階における埋蔵量評価 

探鉱段階、あるいは未開発段階においては、（生産データがないため）容積法によっ

て埋蔵量を推定することになるが、坑井数も少なく、油ガス層特性の不確実度は極めて

高い。そこで各パラメータの不確実度に応じて確率分布を与える確率論的手法によって

埋蔵量を推定し、リスク分析等に資することが多い。 
開発がある程度進んだ段階では、生産井を含め、坑井におけるデータが取得される。

そのため、容積法によって上記よりは精度良く埋蔵量を推定することができる。すなわ

ち、確率論的に推定される埋蔵量の幅が、上記よりも狭くなる。 
さらに開発･生産が進み、初期賦存量の 5～10%以上の油ガスが生産されると、生産履

条件付きシミュレーション
坑井間の種々の可能性を持たせる
→ 多くのRealization

データ点とデータ点の間
の特性値は未確認
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クリギングによる分布推定
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• コントロールポイントからの距離に応じてコ
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歴と圧力挙動の動的データが蓄積される。これを用いて物質収支法によって埋蔵量を推

定することも可能となる。生産の最終段階で生産レートが減退し始めれば、減退曲線法

によって、かなり精度良く埋蔵量を推定することができる。 
 

3.5.6 油ガス層スタディ 

油ガス層の開発計画を策定する上で、油ガス層の挙動予測は不可欠であるが、近年は数値

シミュレーションによって油ガス層の挙動予測が行われることが一般的になっている。油ガ

ス層シミュレーションは、コンピュータ上で貯留層を模擬して数値化したモデル（油ガス層

モデル：図 3.5.3 参照）を構築し、任意に想定した操業条件（坑井配置、生産量等）に基づ

いて油ガス層挙動（圧力の変化、流体の移動等）を予測する模擬計算である。この模擬計算

を行うプログラムが油ガス層シミュレータ（reservoir simulator）と呼ばれる大規模なプロ

グラムである。 
油ガス層シミュレーションスタディは、通常は、1）油ガスモデルの構築、2）過去の貯留

層挙動の再現計算に基づく油ガス層モデルの修正を行うヒストリーマッチング（history 
matching）、3）将来挙動予測（prediction）の順に進められる。 

(1) 油ガス層モデリング 

① 地質モデリング 

3.5.1 項で概説したように、地震探査データ解釈、検層データ解析、コア分析、坑井試

験解析の結果を参照して、図 3.5.3 に示すように、3 次元地質モデルの各グリッドブロッ

クの特性、すなわち、油ガス層構造（深度、総層厚）、貯留岩特性（有効層厚、岩相、

孔隙率、絶対浸透率、毛細管圧力、相対浸透率）、流体特性（密度、容積係数、粘度、

溶解ガス油比）、および初期状態（圧力、流体飽和率）を推定する。 

② アップスケーリング（upscaling） 

地質モデルは、多くの場合、貯留層の小さなスケールの不均質性を表現するために、

小さなグリッドブロックで構成されており、多大な数のグリッドブロックで構成されて

いる。一方、油ガス層シミュレーションは複雑な計算で、膨大な計算時間を要するため、

それに使用する油ガス層モデルのグリッドブロック数は、ある程度制限する必要がある。

そこで、地質モデルの複数のグリッドブロックを一つにまとめてグリッドブロック数を

減らして油ガス層モデルに変換することが肝要となる。このときに地質モデルで表現し

ている小さな不均質性の特徴をなるべく失わないように、より大きな油ガス層モデルの

グリッドブロックに適用すべき特性値、特に浸透率や相対浸透率といった流体の流動特

性値を推定するために、アップスケーリングと呼ばれる手法が試みられている（図 3.5.2）。 

③ 油ガス層モデリング 

アップスケールされた地質情報に加え、模擬計算に必要な操業条件および計算条件も

定義することで、油層モデルが完成する。操業条件とは、坑井の位置、仕上げ区間、坑

径、坑井障害（スキン）の程度等の坑井データと生産・圧入量および生産・圧入条件（最
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小坑口圧力、最大水・ガス生産量等）などであり、計算条件とはタイムステップサイズ

や計算の収束条件等である。 

(2) 油ガス層シミュレーション 

① 油ガス層シミュレータ 

ここでは最も簡単な例として、ブラックオイル型（black oil type）のシミュレータに

ついて概説する。ブラックオイル型のシミュレータでは、油・ガス・水の 3 相を取り扱

うが、基準状態で油・ガス・水となるものをそれぞれ油・ガス・水成分と呼び、油層状

態で形成される相とは異なることに留意されたい。すなわち、ガスと水相はそれぞれガ

ス成分と水成分のみで構成されるが、油相は油成分と（溶解）ガス成分の 2 成分で構成

されていると考える。 
ブラックオイル型のシミュレータは、油・ガス・水の各成分に対する流動方程式（物

質収支式）を解くものである。図 3.5.34 に微小な計算要素における油の流動を示すが、

微小時間に対する油の物質収支（質量保存）は、以下の連続の式で表される。 
 
 

 

ここで、 oρ 、𝑢𝑢�⃗ 𝑂𝑂、 oq̂ 、φ、 oS は、それぞれ油成分の密度［kg/m3］、油相のフラッ

クス（見かけ速度）ベクトル［m/s］、計算要素の単位かさ体積あたりの油相の排出レー

ト［kg/s/m3］、計算要素の孔隙率、油飽和率を示す。また、独立変数である t は時間［s］
を示す。式（3.5.83）の油成分の密度は貯留層圧力の関数であるが、基準状態の油成分

の密度を osρ とすれば、油相の容積係数 oB を用いて次式で表される。 

 
 

 

 

図 3.5.34 微小計算要素における油の流動 

xxouρ

xxxou ∆+ρ

yyouρ

yyyou ∆+ρ

zzouρ

zyzou ∆+ρ

x∆
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z∆

−∇ ∙ (𝜌𝜌𝑂𝑂𝑢𝑢�⃗ 𝑂𝑂) − 𝜌𝜌𝑂𝑂𝑞𝑞�𝑂𝑂 =
𝜕𝜕
𝜕𝜕𝜕𝜕

(𝜙𝜙𝑆𝑆𝑂𝑂𝜌𝜌𝑂𝑂) （3.5.83） 

𝜌𝜌𝑂𝑂 =
𝜌𝜌𝑂𝑂𝑂𝑂
𝐵𝐵𝑂𝑂

 （3.5.84） 
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一方、貯留層のような多孔質媒体においては、油のフラックスベクトルは、3.5.2 項で

紹介した Darcy の式をより一般化した次式で表される。 
 
 

 

ここで、𝑘𝑘�⃗�⃗、 rok 、 oµ 、 op は、絶対浸透率テンソル［m2］、油相の相対浸透率、油

相の粘度［Pa s］、油相の圧力［Pa］を示す。また、 oγ およびD は油相の密度に重力加

速度を掛けたもの［kg/m2/s2］と貯留層の深度［m］であり、式（3.5.85）の Darcy の

式は傾斜のある媒体での流体流動にも適用できる。 
式（3.5.83）に式（3.5.84）と（3.5.85）を代入すれば、以下の油成分の流動方程式が

得られる。 
 
 

 

なお、 oq は貯留層の単かさ体積あたりの基準状態における油の生産レート［1/s］、すな

わち osoo qq ρˆ= である。 

同様に、水成分とガス成分についても、次式の流動方程式が得られる。 
 
 
 

 
式（3.5.87）および式（3.5.88）の変数の下付き添え字のwおよび g は、水相とガス相

を表す。また、ガス成分の流動方程式が油成分や水成分のそれと異なるのは、ガス成分

の一部が油相に溶解して、油相と共に流動する現象も考慮しているためである。そのた

めにガス成分の流動方程式には溶解ガス油比 sR が導入されている。 

② ヒストリーマッチング 

既に開発されており過去の生産履歴を有する油ガス層を対象としたシミュレーション

では、完成した油ガス層モデルに過去の生産・圧入量を入力して、過去の油ガス層挙動

（坑底・坑口圧力、生産水油比、生産ガス油比等）をシミュレートし、計算された過去

の油ガス層挙動と実際の油ガス層挙動の実績値とを比較することによって、油ガス層モ

デルの信頼性を確認することが可能である。油ガス層モデルは多くの不確実要素を内在

しているため、構築したばかりの油ガス層モデルを使用すると、過去の挙動を正しく再

現しきれないことが多い。そこで、過去の油ガス層挙動を許容誤差範囲内で再現できる

𝑢𝑢�⃗ 𝑂𝑂 = −
𝑘𝑘�⃗�⃗ 𝑘𝑘𝑟𝑟𝑟𝑟
𝜇𝜇𝑂𝑂

(∇𝑝𝑝𝑂𝑂 − 𝛾𝛾𝑂𝑂∇𝐷𝐷) （3.5.85） 

∇ ∙ �
𝑘𝑘�⃗�⃗ 𝑘𝑘𝑟𝑟𝑟𝑟
𝜇𝜇𝑂𝑂𝐵𝐵𝑂𝑂

(∇𝑝𝑝𝑂𝑂 − 𝛾𝛾𝑂𝑂∇𝐷𝐷)� − 𝑞𝑞𝑂𝑂 =
𝜕𝜕
𝜕𝜕𝜕𝜕
�
𝜙𝜙𝑆𝑆𝑂𝑂
𝐵𝐵𝑂𝑂

� （3.5.86） 

∇ ∙ �
𝑘𝑘�⃗�⃗ 𝑘𝑘𝑟𝑟𝑟𝑟
𝜇𝜇𝑤𝑤𝐵𝐵𝑤𝑤

(∇𝑝𝑝𝑤𝑤 − 𝛾𝛾𝑤𝑤∇𝐷𝐷)� − 𝑞𝑞𝑤𝑤 =
𝜕𝜕
𝜕𝜕𝜕𝜕
�
𝜙𝜙𝑆𝑆𝑤𝑤
𝐵𝐵𝑤𝑤
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ように貯留層モデルを修正することによって、モデルの信頼性を向上させる作業が行わ

れる。この作業をヒストリーマッチングと呼ぶ。 

③ 将来挙動予測 

油ガス層シミュレーションの最大の目的は、既開発貯留層の場合にはヒストリーマッ

チングで更新した油ガス層モデルを用いて、未開発貯留層の場合には構築した油ガス層

モデルを用いて、幾通りかの開発計画に基づく操業条件を適用して油ガス層の将来挙動

を予測することである。経済性を含めてその結果を比較検討することにより、最適な開

発計画の立案が可能となる。 
将来挙動予測シミュレーションでは、通常はまず基本ケースとして、最も蓋然性が高

いと考えられる開発計画を想定して貯留層挙動を予測した後に、幾通りかの開発計画に

基づいて模擬計算を行い（ケーススタディ）、予測された生産プロファイルと経費予測

からそれぞれのケースの経済性を評価し、最適な開発計画の策定に資する。さらには、

貯留層モデルに内在する不確実要素の影響を検証するために、信頼性の低い油ガス層特

性の値を変化させて幾通りかの貯留層モデルを構築し、それぞれに対して挙動予測計算

を実施して、油ガス層特性に対する挙動計算結果の感度を把握すること（感度分析スタ

ディ）によって、開発計画のリスク評価に利用することも多い。 
 

(3) 経済性評価 

油ガス田開発の様に巨額な資金を長期に運用するプロジェクトの経済性評価において

は、支出および収入の絶対額のみならず、それらが発生する時期を考慮した分析が必要

である。時間の要素を組み入れて将来の収支を現在の価値に換算して評価するのが割引

現金収支（DCF:Discounted Cash Flow）法である。この DCF 法を用いた代表的な経済

指標に、正味現在価値および内部収益率がある。また、割引率の概念は適用しないが、

初期投資がどれだけの期間で回収されるかを表すペイアウトタイムも、経済指標として

広く用いられている。 

① 正味現在価値 

あるプロジェクトの正味現在価値 NPV は、全収入の現在価値と全支出のそれとの差で

表され、次式で算出される。 
 
 

 

ただし、NCF 、 r 、 i 、 t は、それぞれ正味現金収支、割引率、年次、プロジェクト期間

を示す。 
正味現在価値は上式で示されるように、割引率の設定によって異なった値となる。し

たがって、割引率は正味現在価値を求める際に重要となるが、そのときの経済状況、企

業の平均収益率、他の投資の収益性、金利等を考慮して設定される。正味現在価値は金

額で示されるため、プロジェクトの収益性の規模を認識するのに優れているが、投資コ

( )∑
=

−+
=

t

i
i

i
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 （3.5.89） 
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ストに対する収益率を評価することはできない。 

② 内部収益率 

内部収益率は、正味現金収支をある割引率で現在価値に戻して合計した値が 0 となる

ような割引率に相当する。内部収益率 IRR は、次式を繰り返し計算によって解くことに

より求められる。 
 
 

 

③ ペイアウトタイム 

ペイアウトタイムは、初期投資がそれ以後の収支により回収される年数を表す。長期

のプロジェクトでは経済動向等不確実な要素が多く、ペイアウトタイムが長くなれば、

それだけ不確実性によるリスクにさらされることになる。企業の新規の投資活動に自由

度を与え、将来の不確実性によるリスクを回避するという観点から、ペイアウトタイム

は重要な経済指標の一つとなる。 

3.6 採収技術 

3.6.1 採収法 1の分類とメカニズム 

採収技術とは油層から坑井内に流入する油・ガスを効率良く地表まで生産する技術をいう。

採収段階に応じて、油層が持つ自然の排油エネルギーを用いた方法である一次採収法

（primary recovery）、油層に人工的に排油エネルギーを与えて産油量の増大を図る方法（二

次採収法）、増進回収法がある（図 3.6.1）。 

 
1本項では、同じ意味で使われている“採収”と“回収”という二つの用語について、基本的に「石油鉱業便覧」

(1983)の編集方針に準拠して“採収”を採用した。現実的には“採収”の同意語として“回収”が一般に使われて

いる(「石油･天然ガス用語辞典(JOGMEC)」参照)。 
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図 3.6.1 石油生産方法の分類と種類 

（出典： Moritis G. ,1998 に加筆） 

 

 

図 3.6.2 石油の生産段階図 

従来は、一次採収終了後、水攻法や油層に水やガスを圧入する油層圧力維持法（pressure 
maintenance）による二次採収法を適用、その後に三次採収法を行う、という時間的順序に

従って生産が行われた（図 3.6.2 参照）。最近では、排油機構や置換機構に対する理解と予

測精度が高まり、水やガスを油層に圧入する油層圧力維持法などは生産早期から実施される

のが一般的となっている。また、若干の一次採収後、従来三次採収法に分類されていた攻法

を適用して採収率を増加させるなど、これまでの時間的な分類法になじまなくなってきた。

このような背景から、生産段階とは無関係に油層内の置換効率を高くして産油量の増大を図

る方法の総称として、EOR と呼ばれる用語が使われるようになっている。 
さらに、EOR と合わせて、水平坑井などを利用した増油技術、酸処理や水圧破砕などの坑

井刺激法による生産性向上技術を用いた経済性の改善など可採埋蔵量の増加に寄与する手法

全般を指す改良型採収法（IOR: Improved Oil Recovery）という用語も多く用いられるよう
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になってきた。当面は、EOR、IOR という呼称が混在することになろう。 
 

3.6.2 一次採収法 

開発初期は油層圧力が高く、坑井を仕上げてフローライン（flowline）を接続するだけで油・

ガスが生産してくる。これを(1)自噴採油（natural flow）と呼ぶ。この段階では、油層の排

油エネルギーのみで石油は生産される。次第に油層圧力が低下して自噴しなくなった場合に

は、坑井に石油を汲み上げる機器を設置して生産を補助する。坑井に設置したポンプやガス

リフトで石油を生産することを(2)人工採油法 （artificial lift）と呼び、自噴採油と人工採油

による生産段階を一次採収と呼ぶ。 
 

(1) 自噴採油 

自噴とは、油・ガス層の圧力が高く、坑井内の流体を押し上げて地上まで噴出させる状

態をいう。自噴エネルギーは、前述（3.5.4 項）の、油層内における溶解ガスの膨張、ガス

キャップガスの膨張、地層水の膨張、重力などにより生じる。最も安価な採油法であるこ

とから、増油を図るために開発当初より酸処理、出砂対策、水圧破砕などの坑井刺激法な

どの対策がなされることが多い。また、生産が進み油田の自噴能力が低下してくると、既

存坑井間に生産井の追加掘り（infill drilling）を行い、生産量の減退を抑えることもある。 
 

(2) 人工採油 

人工採油は、①ガスリフトと②ポンプを用いる方法に大別される。 
 

① ガスリフト採油 

図 3.6.3 に示すように、チュービング（TBG: tubing）とケーシング（CSG）間のアニュ

ラス部（環状部）からガスを TBG 内に圧入して、坑内液体を汲み上げる方法をガスリフ

ト採油と呼ぶ。坑井から生産されるガスをコンプレッサーで昇圧後、TBG の数箇所に取

り付けられているガスリフトバルブへと送入する（図 3.6.4）。液中にガスを混入するこ

とにより TBG 内の液体の見掛け比重を軽くして油層にかかる水頭圧を減少させ、油層か

らの坑内への流体流入を促進し、ガスの膨張上昇エネルギーを用いて採収する。ガスが

過剰に生産されている油ガス田において有効な生産方法である。油層の生産能力に応じ

て、間欠ガスリフト、連続ガスリフトが選択される。 
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図 3.6.3 ガスリフト採油の概念 

（出典： Giuliano,1989） 

 

図 3.6.4 ガスリフトを適用した油田におけるガス処理の流れ 

（出典： Arnold et al.,1995 ） 

(3) ポンプ採油（pumping） 

ポンプ採油では、坑井に設置したポンプで油を汲み上げる。使用するポンプには、①サッ

カーロッド・ポンプ（sucker rod pump）、②水中電動ポンプ（electrical submersible pump）、
③ハイドロリック・ダウンホール・ポンプ（hydraulic downhole pump）などがある。 

 

① サッカーロッドポンプ 

サッカーロッドの先端に取り付けたポンプを TBG 内に降下して、地表のポンピングユ

ニットにより油を汲み上げる（図 3.6.5）。ポンプはサッカーロッドと呼ばれる細長い鋼

管（通常、径 1/2～1 inch x 長さ 20ft）で地表まで連結され、地表のウォーキングビーム

の運動に合わせて TBG 内を上下する。ロッドとポンプが上下運動を繰り返す度に、TBG
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内への一定量の油流入と地表での油排出が繰り返される。主に陸上の浅い深度の坑井に

採用される。水井戸の水汲み上げ用手動ポンプと原理は同じである。 

 

図 3.6.5 サッカーロッドポンプ 

（出典： Giuliano,1989 を一部加工） 

 

② 水中電動ポンプ 

電動モーター付きの多段タービンポンプを TBG 下端に設置して油を汲み上げる（図 
3.6.6）。ポンプの羽根車の回転による遠心力で液体に揚力を与え、羽根車の段数を増や

すことで揚程の大きさを調整することが出来る。電力は TBG の外側からケーブルで供給

される。汲み上げ能力が大きく、地上設備も場所を取らないことから海上油田での適応

例が多い。 
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図 3.6.6 水中電動ポンプ 

（出典: (a) Giuliano,1989、(b) M. Amano 講義ノートを一部加工） 

 

③ ハイドロリック・ダウンホール・ポンプ 

地表から動力媒体として水や油などの液体（駆動液）を送入して、TBG 下端に設置し

たポンプで石油を汲み上げる。地表から送入した駆動液も油と混合して地上へ回収され

る。深度が深い坑井や高傾斜井にも対応している（図 3.6.7 (a)）。 
ハイドロリック・ダウンホール・ポンプには、b)ピストンポンプ型（piston pumping）

と c)ジェットポンプ型（jet pumping）がある。 
前者は、ハイドロリック・エンジンとポンプ・ピストンを組み合わせたユニット構造

で、駆動液が往復動するエンジンを動かし次に連結されているピストンを上下に動かし

て油を汲み上げる方式である。ポンプの機能はサッカーロッドポンプと同じであるが、

地上までの機械的な連結を必要としない利点がある。 
後者は、ポンプ内のノズルを駆動液が通過する時に生じる負圧を利用したベンチュ

リー効果を応用して油を吸上げる方式で、駆動部分を有しない特徴がある。坑井を改修

することなく稼動させる方式として、コイルチュービング（CT：Coiled Tubing）の先

端にジェットポンプを付けたポンプを TBG 内に降下して稼動させる事例も多く、海上で

も実施されている。 
 

(a) ESP 設置図 (b）ESP 構成図 
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(a)ハイドロリックポンプ設置図         (b) ピストン型     (c) ジェットポンプ型 

図 3.6.7 ハイドロリック・ダウンホール・ポンプ 

（出典： (a) Giuliano,1989,  (b), (c) Weatherford 社のウェブサイト） 

 

3.6.3 二次採収法 

二次採収法として、(1)水攻法、(2)ガス圧入法（gas injection）がある。陸上に限らず、多

くの海洋油田で適用されている。 
 

(1) 水攻法 

水攻法は最も広く適用されている生産手法である。圧入井からポンプで圧入した水が油

層圧力の低下を抑制しつつ、人工的に水押しの状態を作って油層内の油を生産井

（production well）へ押し出す攻法。排油機構が水押し型以外の油層に適用される。通常、

油層圧力が低下した段階で適用されるが、周辺もしくは油層底部の水層からの圧力供給が

期待できない場合、あるいは早期の遊離ガスの発生が懸念される場合に、生産開始時から

開始されることがある。また、水でガスを掃攻することは難しいので、ガス層には適用さ

れない。 
実際のフィールドでは採収率を高めるために、油層モデルを構築して、水攻法の開始時

期、圧入井と生産井の坑井間隔・配置パターン、圧入レート等が検討される。 
水攻法や、EOR（後述）を適用する場合、特に掃攻率の改善を目指して、圧入井と生産

井をパターンで配置することが多い。坑井の配置法として、幾何学的に繰り返し配置する

パターンフラッド（pattern flood）、油層の周囲から水を圧入するペリフェラルフラッド

（peripheral flood）がある。パターンフラッドの代表例として図 3.6.8-a に5点法（five-spot 
flooding pattern）を示すが、四角形の頂点に圧入井、中央に生産井を配置した形式で、坑



第 3 章 探鉱から生産までの基礎技術 

 -171- 

井配置パターンで囲まれたエリアを他の圧入井に干渉されることなく面積掃攻率（areal 
sweep efficiency）を上げることを狙った配置となっている。また、圧入井と生産井の配置

を逆にした逆パターン攻法（inverted pattern flood）、圧入井と生産井を直線に配置した

ラインドライブ法（line drive）もよく用いられる（図 3.6.8-b 参照）。 
 
 

 

(a) 5 点法 水攻法の概念図                            (b) 水攻法フラッド・パターン図 

図 3.6.8 水攻法の概念とフラッドパターン 

（出典： (a）田中達生、2007、(b)Rose,S.C.他 SPE Monograph Vol.11,1989） 

 

(2) ガス圧入法  

ガスをガスキャップまたは油層に圧入して油層圧力の低下を防ぎ、採収率の増加を図る

方法。図 3.6.9 に示すように、原油の生産に伴って生じるガスを油層の構造頂部に再圧入

する方法は古くから行われてきたが、近年、水・ガスを交互に圧入する WAG 法（Water 
Alternating Gas injection）も、掃攻率の改善に寄与する手法として行われている。 
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図 3.6.9 油層構造頂部へのガス圧入の模式図 

（出典：Giuliano,1989） 
 

3.6.4 EOR 

二次採収法適用時の通常の油層圧力維持法や水攻法より高い置換効率を達成することで、

産油量の増大を図る生産方法を EOR と呼ぶ。EOR には(1)熱攻法（thermal recovery）、(2)
ガス攻法（gas flooding）、すなわちガスミシブル攻法（gas miscible flooding）あるいはガ

スインミシブル（gas immiscible flooding）、(3)ケミカル攻法（chemical flooding）、(4)微
生物攻法（microbial flooding）などがある。一般的に重質油の生産には熱攻法の一つである

水蒸気攻法（steam flooding）が適用され、熱攻法以外の EOR は中質～軽質油の生産に適用

される。熱攻法は一次採収の段階から適用されるのが普通である。 
なお、洋上では、採収率を向上させるために二次採収の水攻法とガス圧入法が一般的に用

いられている。EOR の熱攻法、ケミカル攻法、微生物攻法は、洋上での設備・操業面と生産

水の処理が難しいため使用されない。 

(1) 熱攻法 

熱攻法は、人工的に油層内に熱を加えることにより油採収率の増加を図る EOR である。

水蒸気を圧入して原油の粘性の低下を図る水蒸気攻法（図 3.6.10 (a)）や水蒸気刺激法

（cyclic steam stimulation）は重質油の採収に一般的に用いられている。油層内で殆ど流

動性の無いカナダのオイルサンド層を対象に開発された SAGD 法（Steam Assisted 
Gravity Drainage）（図 3.6.10 (b)）も水蒸気攻法に分類されるが、粘性の低下だけでは

なく主に重力の作用で原油が生産井に移動する点が従来法と異なる。その他に、熱水を圧

入する方法（hot water injection）がある。原油の一部を燃焼させて油層を加熱する火攻

法（in situ combustion あるいは fire flooding）は、フィールドでの成功例が少ない。 
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 (a) 水蒸気攻法 

 

 

(b)  SAGD 法 

図 3.6.10 熱攻法の概念 

（出典：(a) 米国エネルギー省 DOE Office of Fossil Energy ウェブサイト  

(b) 石油資源開発ウェブサイト） 
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(2) ガス攻法 

炭化水素ガス（hydrocarbon）、炭酸ガス（CO2）、煙道ガス（flue gas）等のガスを油

層内に圧入して、油採収率を増加させる方法。油層内の状況に応じてインミシブルガス攻

法とミシブルガス攻法に分類される。ミシブルガス攻法では、高温・高圧状態のガスと液

体が油層内で均質な単一相を形成して、油を押し出す（図 3.6.11）。米国ではパイプライン

網を通じて安価な CO2が利用できるため、このタイプの CO2攻法が盛んである。インミシ

ブルガス攻法は、低い油層圧力でガスを圧入する方法である。 
中東の油田から生産されるガスに有毒な硫化水素や CO2が含まれていることが多い。こ

のようなガスをサワーガスと呼ぶが、環境対策を兼ねて、生産されたサワーガスを油層内

に再圧入して増進回収を行う操業が行われている。 
 

 

図 3.6.11 ミシブルガス攻法の概念 

（出典：米国エネルギー省 DOE Office of Fossil Energy ウェブサイト） 

 

(3) ケミカル攻法 

化学薬剤の水溶液を油層に圧入して増油を図る方法を総称して、ケミカル攻法と呼ぶ。

ポリマー攻法（polymer flooding）、界面活性剤攻法（surfactant flooding）、アルカリ攻

法（alkaline flooding）などがある。 
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ポリマー攻法では、添加したポリマーが圧入流体の粘度を増加させることにより、油層

内の易動度比（mobility ratio）を改善して、油置換効率と面積掃攻率を高める。ポリマー

と架橋剤（crosslinker）を圧入して、ポリマーゲルを油層内で生成することにより水層や

高浸透率層を閉塞して油掃攻率を改善する方法もある。マイセラーポリマー攻法

（micellar-polymer flooding）では、界面活性剤を圧入して孔隙空間にトラップされてい

る残留油を流動化させた後に、ポリマー水溶液で油を押し出す（図 3.6.12）。 
 

 

図 3.6.12 ケミカル攻法の概念（マイセラーポリマー攻法） 

（出典：米国エネルギー省 DOE Office of Fossil Energy ウェブサイト） 

 

(4) 微生物攻法 

坑井から微生物を含む水を栄養源と一緒に油層内に圧入して、採収率を上げる方法であ

る（図 3.6.13）。油層内に圧入された微生物は繁殖してその代謝の過程でポリマー、アル

コール等を生成する。生成したポリマーやアルコールによって油が押し出される。人工的

にポリマーやアルコールを製造するコストやエネルギーを省くことができる方法で、地球

環境の面から注目されている。 
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図 3.6.13 微生物攻法の概念 

（出典：米国エネルギー省 DOE Office of Fossil Energy ウェブサイト） 

 

3.6.5 EOR プロジェクトの現況 

近年、様々な EOR が開発され採収率の向上を図る試みが活発化している。図 3.6.14 にカ

ナダの Weyburn 油田 2の約 50 年間の操業実施例を示す。生産初期から水攻法、インフィル

井や水平井の追加掘削、そして CO2-EOR を適用して油田からの採収率を高めている。近年、

同様に EOR/IOR を適用、実施するケースが増えている。 
世界の EOR による生産量の主要な量を占める米国における EOR プロジェクト数、生産量

の推移（図 3.6.15 参照）から見ると、2002 年以降、採算性の低いケミカル攻法が姿を消し、

生産性の高い経済的な熱攻法とガス攻法のプロジェクトに集約されてきていることが分かる。 

 
2 1954 年に発見、2000 年から米国ノースダコダ州の石炭ガス化プラントの副生物として発生する CO2の約 1/3(260
万 m3/d)を 320km のパイプラインで輸送され本格圧入中。約 1000 本の生産井から、2010 年時点で 3 万 b/d の生

産中。 
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図 3.6.14 EOR の効果（カナダの Weyburn 油田の実施例） 

（出典：(a) 村井重夫 RITE,2007 (b) 日本エネルギー経済研究所,2013） 

 

 

 

図 3.6.15 米国の EOR プロジェクトの推移 

（出典：石油鉱業連盟） 

 
 

(a) 油田位置図 (b)生産量推移 
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3.7 流体生産処理技術 

3.7.1 原油・天然ガスの生産システム 

油・ガス田の生産システムは、(1)生産井および生産井から産出する原油・ガスを処理施設

に集める集油・集ガスシステム（gathering system）、(2)産出流体中に含まれる地層水や不

純物を取り除き原油・ガスに分離して商品としての性状を整える分離・処理設備（processing 
facility）、(3)原油・ガスの計量（metering）、(4)貯蔵（storage）、(5)輸送（transportation）
と出荷（offloading）の設備などで構成される。 
図 3.7.1 に陸上油ガス田の生産設備と関連施設図を示す。海洋油ガス田については、4 章

3.4 項の生産処理フローの概念図を参照。本項では、(1)、(2)について、(3)、(4)については

3.8 項、3.9 項にて紹介する。(5)については、第 4 章 3.5 項、第 5 章 5.1 項を参照。 
 

 

図 3.7.1 陸上油ガス田の生産設備 

（出典：石油鉱業連盟） 

 

3.7.2 集油・集ガス 

集油・集ガスとは、油・ガス層からの産出流体が、油・ガス層→坑井（坑内→坑口装置）

→フローライン→マニフォールド→セパレーター（採収設備）に集まってくるまでの、流れ

に沿った装置とシステムをいう。海洋油田の場合、坑口装置や集油マニフォールド

（production manifold）は、海上のプラットフォーム（platform）に設置されることが多い

が、最近では海底仕上げ井（subsea completion well）の増加に伴い、海底に設置されるケー
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スも増えている。 

(1) 地下貯留層から生産施設までの流体の流れ 

油・ガス層からの産出流体は、以下の流れで生産処理される（図 3.7.2、および図 3.7.3）。 

①  地下貯留層内を流体は坑井へ向かって流れる。 

② CSG の孔（perforation）を通って坑井内へ流入する。 

③ 坑井内に設置された TBG 内を上昇する。 

④  坑口装置に設置されたチョーク（絞り、choke）で減圧され、流量調整される。 

⑤ フローラインを流れて、マニフォールド（manifold）を経由した後、生産処理施設

のセパレータに送られる。 

⑥ セパレータで原油、ガス、水に分離される。通常は、分離圧力の設定を変えた多段

のセパレータ（高圧セパレータ、中圧セパレータ、低圧セパレータなどと呼ぶ）による

多段分離が行われる。 

セパレータで分離された原油、ガス、水は、各々、生産処理施設で処理がなされた後、

パイプラインまたはローリーやタンカーで販売先へ輸送され、水は、還元井（disposal well）
へ圧入される。 

 

図 3.7.2 石油・天然ガスの典型的な生産システム 

 

(2) 坑口装置 

図 3.7.3 に、陸上油ガス田の坑井仕上げとの坑口装置の例を示す。坑口装置はケーシン
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グヘッド、チュービングヘッドを含むウェルヘッド（wellhead）とウェルヘッド上に接続

されるクリスマスツリーから構成される。CSG および TBG はハンガー（CSG ハンガーお

よび TBG ハンガー）を用いて、それぞれケーシングヘッド、チュービングヘッド内より吊

り下げられる。CSG 径は掘削深度が深くなる毎に小さなサイズとなり、掘削完了後に、最

も内側の CSG の内部に TBG が設置される。 
海洋油ガス田の坑口装置については、第 4 章（4.4.2 の項）を参照。 
 

 

図 3.7.3 坑口装置と坑井仕上げ図 

（出典：（左）坑口装置の写真：筆者撮影 （右）坑井仕上げ図：Giuliano,1989） 

 

TBG は貯留層から生産された生産流体の通路の役割を担い、坑口装置では流量の調整や

圧力・温度などの監視を行う。また、クリスマスツリーの中央部にはマスターバルブ

（master valve）、チョーク上流側に袖バルブ（wing valve）がセットされ、坑井を密閉

するときにはこれらのバルブが閉められる。 
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地上への油・ガス漏洩防止、坑壁の保護、掘削に必要となる地層強度の確保および CSG
の支持等を目的として、CSG は地層に対してセメントで固定されている。また、TBG に

取り付けたパッカー（PKR：packer）のシールによって、CSG と TBG の環状部に生産流

体が侵入しない仕組みとなっている。坑口装置に設置されている圧力計で、内圧（TBG の

圧力）と外圧（環状部の圧力）を監視することで、坑内状況を把握し、坑井管理に利用す

ることができる。 
 

(3) フローラインおよびマニフォールド 

坑井毎にフローラインが集油・集ガス基地、あるいは生産処理施設のある中央基地に設

置されているマニフォールドに接続され、生産流体が集められる。集められた流体は、マ

ニフォールドからセパレータへ向かう処理ラインに集約される。セパレータで、原油、ガ

ス、水に分離される。通常は、分離圧力の設定を変えた多段のセパレータ（高圧セパレー

タ、中圧セパレータ、低圧セパレータなどと呼ぶ）による多段分離が行われる。 
 

(4) 生産システムの圧力制御と流体の相変化 

適正な生産操業を行うためには、油・ガス層の自然の排油エネルギーを有効に利用しつ

つ、分離・処理施設の適正管理、坑井の生産量を把握する必要がある。生産システム全体

の圧力、特に原油の性状変化に注目し、単一坑井からの生産流体の流れ（一段分離）を図 
3.7.4 に示す。セパレータの下流に設置した背圧弁（back pressure regulating valve）が

セパレータ圧力を制御する。セパレータ圧力が一定に保たれた状態で生産が行われるので、

図 3.7.5 のように、地下貯留層からフローラインを通じて運ばれる流体の圧力は低下する。

圧力低下に伴い、徐々にガスの割合が多くなっていく（図 3.7.6）。 
 

 

図 3.7.4 一坑井からの単純な生産システム 

（出典： Golan et al., 1991 の図に加筆） 

液位を一定に保つ

背圧を一定に保つ

液位を一定に保つ液位を一定に保つ

背圧を一定に保つ背圧を一定に保つ
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図 3.7.5 油層境界からタンクまでの圧力変化 

（出典： Golan et al., 1991 の図に加筆） 

 

 

図 3.7.6 油層からセパレータまでの産出流体の相変化   

（出典： Golan et al., 1991） 
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3.7.3 分離・処理 

(1) 流体処理の流れ 

生産処理施設における典型的な流体処理の流れを図 3.7.7 に示す。 
集油・集ガス・システムにて、各坑井からフローラインを通じて運ばれた産出流体（気

液混合流体）は、その圧力に応じて、マニフォールド経由で高圧セパレータ、中圧セパレー

タ、低圧セパレータに入り、ガス・油・水の 3 相に分離される。 
ガスは脱湿処理（dehydration、必要に応じて酸性ガス処理）を行った後、高圧ガスとし

てパイプラインに送られて販売される。販売先のないガスは、自家燃料、油層内への再圧

入などの目的で利用される。油井から生産される油にはエマルジョンが含まれていること

が多いので、エマルジョン処理装置でさらに水分離を行った後、貯油タンクに貯蔵される。

また、蒸気圧の高い揮発性原油やガスコンデート井から生産されるコンデンセートは、蒸

気圧低下装置で揮発成分を所定量だけ取り除いた後で、タンクに貯油される。その後、パ

イプライン、ローリー、またはタンカーで輸送される。分離された水は、塩分・固形分処

理を行った後で、坑廃水として圧入井から地下の地層中に還元される。 
水攻圧入水は、多くの油田で海水を用いている。脱気、殺菌、夾

きょう

雑物除去などの処理を

行って圧入井から油層へ圧入される。また、生産水を水攻法用の水として再利用する場合

もある。 
海洋油田の場合、洋上施設上にほぼ全ての処理設備が搭載されるので、概ね同様の分離・

処理がなされる。しかし、ガス圧入、ガスリフト、燃料ガス等に利用されないガスは、陸

まで繋がる海底パイプラインがなければ、その殆どがフレアブームにて燃焼される。 

 

図 3.7.7 生産処理施設における坑井流体処理の流れ  

（出典： Golan et al., 1991 の図に加筆） 
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(2) 分離装置（セパレータ） 

油層から産出する原油は天然ガス（随伴ガス）を伴い、ガス層から産出するガスは油ま

たはコンデンセートを伴う。多くは、水（随伴水）、懸濁性物質（砂、泥、スケール等）、

パラフィン等を含む。これらの挟雑物による、その後の処理工程に問題を生じないように、

前もって分離しておく必要がある。この目的のために使用されるのがセパレータである。 
セパレータには液体とガスを分離する二相用と、油、水、ガスに分離する三相用があり、

処理圧力に対応した高圧セパレータ、中圧セパレータ、低圧セパレータを、必要に応じて

一段または多段に設置する。また、型式として、横置き型セパレータ（horizontal separator）、
縦置き型セパレータ（vertical separator）、球型セパレータ（spherical separator）があ

り、処理するガス量が液体量に比べて非常に多いセパレータはガススクラバー（gas 
scrubber）とも呼ばれる。通常の油ガス田では、油ガス層の枯渇度、水の生産量、排油機

構の違いなどにより、生産時の各坑井の坑口圧力は異なるので、各坑井の生産状況に応じ

てどのタイプのセパレータをどのように配置するかを決定する。 
 

① セパレータにおける原油・ガス・水の分離の原理と構造 

a) 二相セパレータ（two-phase separator） 

図 3.7.8 は、横置き型二相セパレータ（horizontal two-phase separator）の構造の概

要を示す。流入した坑井流体は、まず、セパレータ入口部に設置したダイバーターに衝

突して、流れの方向を急激に変えて流路の断面積の増大による流速の減少と、遠心力の

作用などによる運動量の差、比重差を利用して気液を分離する。液体は容器下部（液槽

部）に溜まる。液槽部の大きさは、液体から溶解ガスを分離できるように十分な滞留時

間をおくように設計される。常にセパレータ内の液面を一定に保つように、液位コント

ローラーからの信号によりバルブの開閉が自動で行われる。ガスがセパレータ内を通過

する間に、ガス中に含まれる液滴は液槽部に移動する。比重差で分離できなかった液分

をガスから除去するために、ガス出口部にミストエキストラクター（mist extractor）が

設置される。これは、スクリーンメッシュや邪魔板（deflector）から成る。 
 

 

図 3.7.8 横置き型二相セパレータの概要（出典： Arnold et al., 1995 の図に加筆） 
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b) 三相セパレータ（three-phase separator） 

図 3.7.9 に、横置き型三相セパレータ（horizontal three-phase separator）の構造の

一例を示す。二相セパレータの場合と同様に、坑井流体はセパレータ入口部に設置した

ダイバーターに衝突して、運動量の違いと比重差により液滴がガスの流れから分離され

る。液槽部で十分な滞留時間をおくことにより、水より比重が軽い油とエマルジョンは

上部に分離されて、油槽（oil bucket）に入る。水は、油槽の下部からしきい板（weir）
を越えて水槽へ移動する。油槽と水槽の液位は、それぞれ別の液位コントローラーで一

定液位に保たれる。ガスの流れは、二相セパレータの場合と全く同じである。図 3.7.10
は、縦置き型三相セパレータ（vertical three-phase separator）の構造の一例を示す。

この他にも別な構造をもつセパレータがあるが、分離の原理は同じであり、ガス、油、

水の比重差と衝突による運動量変化を利用する。 

 

図 3.7.9 横置き型三相セパレータの概要  

（出典： Arnold et al., 1995） 

 

 

図 3.7.10 縦置き型三相セパレータの概要  

（出典： Arnold et al., 1995） 
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② 多段分離による流体処理の流れ 

一般的には、図 3.7.11 に示すように、各セパレータの設定圧力を変えた多段分離操作

を行う。この例の場合は 3 段分離操作であり、まず坑井流体は高圧セパレータに入り、

ガスと液体に分離される。高圧セパレータで分離された液体は中圧セパレータに入り、

さらにガスと液体に分離される。最終的に、低圧セパレータにおいて、ガス、油と水の

3 相に分離される。各セパレータで分離されたガスは、高圧ガス生産量、中圧ガス生産

量、低圧ガス生産量として計量される。油生産量は、貯油タンクの液位計で計量される。 
前述の図 3.7.7 の例では、高圧と中圧のセパレータは 2 相分離を行い、低圧セパレー

タが 3 相分離を行っている。 
 

 

図 3.7.11 ガスと油の多段分離 

（出典： Arnold et al., 1995 の図に加筆） 

 

(3) 原油の処理技術 

製品原油として出荷するために、原油中の BS&W（Basic Sediment & Water、原油中

に含まれる水分や沈殿性成分の総称、泥水分ともいう）含有量、塩分含有量を製油所で要

求する所定の規格値内にする必要がある。また、貯油時、タンカー等による輸送時に生じ

る蒸発減耗損を少なくするために、原油の蒸気圧を所定値以下にする必要がある。 

① エマルジョン処理 

坑井流体の組成にもよるが、一般的にセパレータで分離される油中にはエマルジョン

と呼ばれる乳化状の懸濁液が多く含まれる。図 3.7.12に示すように、エマルジョンには、

W/O（Water in Oil）エマルジョン（油中水滴型）と O/W （Oil in Water）エマルジョン

（水中油滴型）がある。前者は、油の連続相内に細かい水滴が分散したものであり、後

者は水の連続相内に油滴が分散したもので、貯油タンク内に静置しても水と油に分離し
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ない。実際の油田におけるエマルジョンの型は油中水滴型が圧倒的に多く、原油を販売

する場合は、このエマルジョンを分解し、製油所が要求する BS&W 値（通常、0.2～3％
以内）にする必要がある。 
 

 

図 3.7.12 エマルジョンの種類       

（出典： Giuliano, 1989） 

 

 

図 3.7.13 横置き型加熱処理装置（エマルジョン処理装置）  

（出典： Arnold et al., 1995） 

 
エマルジョンを分解して原油と水に分離するための最も一般的な方法は、原油の加熱

処理である。油中からのエマルジョンの分離操作は、加熱によるエマルジョン分解と分

離した水滴凝集の2操作の組合せである。図 3.7.13に、横置き型加熱処理装置（horizontal 
heater-treater）の概要を示す。エマルジョンを含む油は、図中の◎の部分からファイヤー

チューブの置かれた液槽内に入る。邪魔板との衝突と比重差により、油は水から分離さ

れた状態で、入り口部の液槽内に溜まる。ファイヤーチューブからの熱伝導で加熱され

た油は、オーバーフローして次の液槽（oil surge chamber）へ移動する。その後、spreader
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を通して凝集液槽（coalescing section）に入る。凝集液槽では、加熱された油が上昇す

る間にエマルジョンが分解して、分離された水滴は下部へ沈降する。水滴を効率的に凝

集させるために、電磁場を利用する方法もある。 
原油の種類によっては、アスファルテンやレジン成分の作用によって、水滴が原油の

中でエマルジョンとして安定化されている場合がある。この場合は、水滴を覆うアスファ

ルテンの皮膜は強固であり、加熱処理だけではエマルジョンからの水分離が困難になる。

そのため、解乳化剤（エマルジョンブレーカー）と呼ばれる界面活性剤を添加して水滴

を覆う皮膜を弱めた後で、水滴の凝集・分離操作が行われる。 
 

② 蒸気圧低下装置（スタビライザー、stabilizer） 

セパレータで分離処理された軽質原油をそのままタンクに受け入れると、原油の蒸気

圧が高いので、タンクからの蒸発損失量が多くなる。そのため、タンクに受け入れる前

に原油の蒸気圧を下げる必要がある。原油のエマルジョン処理装置は、その処理過程で

原油の軽質分が加熱により気化して除去されるため、原油の蒸気圧を低下させる役割も

有する。 
また、揮発性原油やコンデンセートは、貯油タンクに静置されている間やタンクロー

リー、タンカー等で輸送する間の蒸発損失量が多くなる。そのため、原油を加熱して溶

解ガスを強制的に除くためのスタビライザーと呼ばれる装置を用いることもある。 
 

 

図 3.7.14 蒸気圧低下装置（スタビライザー）構成例     

（出典： Arnold et al., 1995） 

 

③ 脱塩装置 

原油と一緒に産出する水（随伴水）には塩分（TDS：Total Dissolved Solids）が含ま
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れている。塩分の大部分は、水溶性のナトリウム、カリウム、マグネシウムの塩化物で

あり、塩分濃度が非常に高い場合は、これが固形分として原油に存在することがある。

塩分が含有されたままの原油を製油所に出荷すると、精留塔の腐食、熱交換器内でのス

ケールの付着、脱硫触媒の劣化等を招くので、出荷される原油の塩分規格は、通常、原

油 1000 バレル当たり 10 ポンド（28.5ppm）以下にしなくてはいけない。 
通常は塩分の大部分は水に溶解しているので、原油の BS & W を下げる処理やエマル

ジョン処理を行うだけで出荷される原油の塩分規格は満たされる。しかし、塩分濃度が

高い場合は、脱塩処理（desalting）が必要になる。脱塩処理は、基本的には原油を水で

洗浄する操作である。図 3.7.15 に 2 段階の脱塩プロセスの例を示すように、まずは原油

に対して水が注入され、混合弁（mixing valve）で両者が混合されることで原油中の塩

分が水に溶解する。第 1 段階のセパレータで塩分濃度の高まった水が分離・排出された

後、さらに清水（fresh water）を混合注入し、第 2 段階のセパレータで塩分を含む水が

分離・排出される。このように、水に溶解させることで原油中の塩分が除去される。 
 

 

図 3.7.15 2 段階の脱塩プロセスの例 

（出典：Piping Engineering 社ウェブサイト） 

 

(4) 天然ガスの処理技術 

セパレータで分離されたガスは、セパレータの圧力、温度における飽和水蒸気を含んで

いる他、硫化水素、炭酸ガス等の酸性ガスを含んでいる場合がある。処理装置やパイプラ

インのハイドレート形成による閉塞、腐食、ユーザー側の触媒劣化・大気汚染などの障害

を引き起こす原因となり、除去する必要がある。 
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① 脱湿処理 

セパレータで分離後のガス中には、セパレータの温度・圧力条件下で水分が飽和状態

で含まれる。そのままの状態でガスをパイプライン輸送すると、ガス温度が低下して、 
ハイドレート生成によるバルブやパイプラインの閉塞事故、冷却凝縮した水の蓄積に

よるパイプラインの圧力損失による送ガス能力の低下、鋼材の内面腐食、販売ガス性状

の変化、等を引き起こす。従って、パイプライン輸送前に、ガスの脱湿処理を必ず行う。

どの程度まで販売ガス中の水分を許容できるかは販売契約により決められるが、各地域

に代表的な許容値が定められている。米国南部では 7 lb/MMscf、米国北部では

4lb/MMscf、カナダでは 2～4 lb/MMscf である。日本国内では 7 lb/MMscf の値が採用

されている。寒冷地では輸送中のガス冷却が厳しくなるので、水分をより厳密に分離す

る必要がある。 
天然ガスの脱湿方法は、次の、a)吸収法、b)吸着法、c)低温分離法の三つに大別される。 

a) 吸収法 

液体の脱湿剤（absorber）により水分を吸収除去する方法。脱湿剤としては、グリコー

ル（エチレングリコール、ジエチレングリコール、トリエチレングリコール）、塩化カ

ルシウム水溶液などが使用される。 
吸収法で代表的なグリコールデハイドレーター（glycol dehydrator）の概要を図 3.7.16

に示す。脱湿前のガスは、まずガススクラバーで液体分を分離した後で吸収塔内へ入り

塔頂部からの高濃度のグリコールと向流接触する。そこでグリコールに吸収されること

によりガス中の水分が除去される。吸収塔頂部から脱湿されたガスがパイプラインへ送

られる。一方、吸収塔底部に溜まる水分を吸収したグリコールは、リボイラーで加熱再

生された後で（水分を蒸発させて高濃度のグリコールを再生した後で）、再び吸収塔へ

ポンプされる。 

 

図 3.7.16 グリコールデハイドレーター     

（出典：石油鉱業便覧, 1983 に一部加筆） 
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b) 吸着法 

固体の脱湿剤（desiccant）により水分を吸着除去する方法。脱湿剤としては、シリカ

ゲル、モレキュラーシーブ、活性アルミナなどが使用される。 
図 3.7.17 に、ドライデシカントデハイドレーター（dry desiccant dehydrator）の概

要を示す。脱湿前のガスは、まずガススクラバー（インレットスクラバー）で液体分を

分離した後で吸着塔内に入り、吸着剤により水分を除去される。吸着剤が水分を含んで

くると脱湿効果が悪くなるので、適当なサイクルで二つの吸着塔（吸着塔と再生塔）を

切り替える。再生塔では、吸着処理を行っていない間に、加熱乾燥処理により吸着剤の

再生が行われる。 

  

図 3.7.17 ドライデシカントデハイドレーター       

（出典：田中達生, 2003） 

 

c) 低温分離法 

装置内でガスを冷却することにより凝縮液化する水分を除去する方法。ガスの組成に

よっては、冷却することによりコンデンセートが凝縮液化する。自己冷却法と冷媒冷却

法がある。 
自己冷却法は坑口圧力を利用してガス自身の断熱膨張によるガスの温度を下げる方法

で、装置の出入口で十分な圧力差がとれる高圧ガス井の坑井元での処理に広く使われる。

ガス中の水分を除去しながらコンデンセートを分離する装置を LTS（Low Temperature 
Separator）と呼び、熱交換器の上流側にハイドレート防止剤としてグリコールを注入す

る方式がよく使われる（グリコール注入式低温分離装置）。 
冷凍冷却法は、アンモニアなどの冷媒の気化熱を利用して熱交換によりガス温度を低

下させる方法で、吸収式と圧縮式の二通り（アンモニア吸収冷凍式低温分離装置、アン

モニア圧縮冷凍方式低温分離装置）がある。前者はアンモニアの水への吸収性を利用し

てアンモニアの濃縮・液化および気化を行い、この時の冷媒冷却効果によって得られる

低温によりガスの脱湿を行う方法である（図 3.7.18）。後者は、チラーからの冷媒冷気
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をコンプレッサーを用いて機械的に圧縮して凝縮液化させる方式を指す。冷蔵庫やエア

コンと同じ原理に基づいてガスを冷却する。 
 

 

図 3.7.18 筆者撮影のアンモニア吸収冷凍式低温分離装置、1998 

 

② 酸性ガスの除去 

天然ガス中には水分のほかに、硫化水素（H2S）、炭酸ガス（CO2）等の酸性ガスが

多く含まれている場合がある。H2S の毒性は強く、またこれらのガスは水と共存して採

収処理装置やパイプライン等を腐食させるので、パイプラインで送ガスする前に酸性ガ

スを除去する必要がある。特に H2S を高濃度で含むガスをサワー・ガス（sour gas）と

呼び、サワー・ガスから H2S の除去を行う一連の操作をスィートニング（sweetening）
と呼ぶ。代表的な酸性ガスの処理方法には、a) 化学吸収法（chemical absorption process、
アミン等の溶剤を用いて化学的に CO2を吸収液に吸収させ分離する方法）、b) 物理吸収

法（physical absorption process、高圧下で CO2 を物理吸収液に吸収させて分離する方

法）、c) 膜分離法（membrane separation process、CO2 が選択的に透過する膜を用い

て分離する方法）等がある。 
 

a) 化学吸収法 

ガス中の酸性ガスと吸収液の化学反応を利用して CO2を除去する技術である。吸収液

によって技術が分かれ、炭酸カリウム水溶液に CO2 を吸収させる熱炭酸カリ吸収法

（Benfield 法や Catacarb 法）、アルカリ性の吸収液に CO2を吸収させるアルカノール

アミン法などがある。古くは熱炭酸カリが用いられていたが、現在では CO2分離時の必

要エネルギーがより少なくて済むことから、アミン水溶液の利用が中心となっている。 
アルカノールアミン法として、初めに商業化に成功した吸収液は、TEA（トリエタノー

ルアミン）で、その後に、MEA（モノエタノールアミン）、DEA（ジエタノールアミン）、

DGA（ジグリコールアミン）、MDEA（メチル・ジエタノールアミン）等が普及した。 
TEA は近年ほとんど用いられていない。これらの吸収液は、アミノ基を分子構造の中に
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有し、一般的にアミンと呼ばれる。40～50℃の温度でアミノ基と CO2は結合反応を起こ

し、アミン炭酸塩を形成する。このアミン炭酸塩を 110～130℃に加熱すると、CO2は吸

収液から解離し、放散される。 
アミンとは、アンモニア NH3 の H 原子を炭化水素基、または芳香族原子団で置換し

た化合物の総称で、H 原子を置換した数が 1 個、2 個、3 個の時、それぞれ第 1 級、第 2
級、第 3 級アミンと呼ばれる。酸性ガスとの反応性、劣化または損耗の程度は 1 級＞2
級＞3 級の順に小さくなる。第 1 級アミンである MEA および DGA、第 2 級アミンであ

る DEA は、H2S、CO2を同時に除去することが可能。第 3 級アミンである MDEA は N
原子に結合する H 原子を持たないので CO2の吸収能力がほとんど無く、これを補う目的

で化学系の活性剤が工夫され選択性を高めた activated MDEA により、H2S、CO2を同

時吸収させることが可能となった。1 級アミン同士である MEA と DGA との最も大きな

相違点は吸収溶液濃度であり、MEA が 15～30 wt%水溶液であるのに対し、DGA は 60 
wt%と高濃度の水溶液が用いられる。そのため、DGA が、溶液循環量を少なくできるこ

とが利点となっている。 
原料ガス中の酸性ガス濃度が 15％以下を目安として採用される。 
 

 

図 3.7.19 アミンによる化学吸収法による天然ガスからの CO2回収プロセス 

（出典：田中達生, 2003） 

 

図 3.7.19 に示すように、化学吸収法では、酸性ガスは吸収塔に底部から入り、塔頂部

からポンプされる吸収剤と向流接触する。ここで酸性ガス成分（CO2や H2S）は吸収剤

との化学反応によってガスから除去される。塔底部に沈降・蓄積した酸性ガス成分を吸

収した溶剤は再生塔に送られ、酸性ガス成分が除去されたのち、再び吸収塔にポンプさ

れる。 
 

b) 物理吸収法 

CO2を大量に溶解できる液体中（溶剤）に CO2を取り込む技術である。原料ガスを溶
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剤に接触させ、高圧・低温下で物理的に CO2を吸収し、減圧または過熱して CO2を放出

する。溶剤の酸性ガスに対する選択的な物理吸収作用を利用する方法で、化学反応の伴

わない方法である。用いられる吸収剤の種類によって独自のプロセスが開発されている

が、ほとんどの吸収剤が揮発性であり、天然ガス中の重質成分であるプロパン、ブタン

等の炭化水素を溶解しやすい性質を有している。このため処理ガスの熱量低下や溶剤の

蒸発損失を伴うことがこの方法の短所である。しかし長所として、常温での処理が可能

で、溶剤再生は減圧のみで良く加熱もほとんど必要としないため運転費が極めて安くす

むという利点がある。湿式脱硫法として技術的に確立されており、代表的なプロセスと

して、selexol process、fluor solvent process、purisol solvent process 等がある。一般

的に酸性ガス濃度が 15%以上になれば採用され、処理後の CO2は 1.5～0.1 vol%以下、

H2S は 16～1 ppm 以下とすることができる。図 3.7.20 に物理吸収法のプロセスのフロー

を示すが、基本的には、化学吸収法と同じく、吸収塔での酸性ガスの吸収・除去、再生

塔での吸収剤の再生の二つのプロセスから成る。 

  

図 3.7.20 物理吸収法による天然ガスからの CO2回収プロセス   

（出典：田中達生, 2003） 

 

c) 膜分離法 

高分子膜を用いて圧力差を駆動力として CO2 を分離する技術である。原料ガス中の

CO2 を膜で分離できれば、媒体の移動や再生エネルギー投入が不要になり省エネルギー

となる。Separex、Cynara、W R Grace などが技術を開発し、事業を拡大してきており、

現在までに 100 万 Nm3/h 前後の大型処理設備を建設した実績がある。膜はその製造元

によっても異なるが、大体 30～500 μm程度の直径の毛細管を持つ様々なタイプのポリ

マーからできている。膜を通過するガス成分の速度には、 
速 い：H2O、H2、He、H2S 
中 間：CO2、O2 
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遅 い：Ar、CO、N2、CH4 
の違いがあるので、この速度の違いを利用してガス成分の分離を行う。 
従来の高分子膜はいずれも酢酸セルロース製のスパイラルまたは中空糸膜である。酢

酸セルロース製の膜の場合は、CO2 濃度 5％の天然ガス中の CO2 濃度を 2.5％まで削減

するのが限界である。CO2 濃度 50％の天然ガスに対しては、濃度 30％程度までしか削

減できていない。その後に開発されたポリイミド膜では、CO2 濃度 18％の天然ガスの処

理で 3％、フッ素樹脂系分離膜では CO2 濃度 60％から 8％までの低減実績が発表されて

おり、高分子膜の性能は改善されてきているが、供給ガス中の CO2 濃度が高くなると、

CO2/CH4 選択率が大幅に低下するため、既存の高分子膜技術は高 CO2 濃度の天然ガス

には適用できない。最近では、ゼオライト膜の CO2/CH4 系における CO2 分離性能が高

分子膜に比べて桁違いに大きいことがわかってきており、高濃度の CO2を含む天然ガス

の処理への実用化に向けて多くの研究がなされている。 
 

(5) 坑廃水処理（waste water treatment） 

原油から分離された水（原油の生産に伴う随伴水）は、廃水ピットまたはスロップタン

クに集められ、静置分離（重力分離）される。その後、油水分離装置を経て、浸透性が良

くかつ利水層を汚染しない地層に還元井を通じて再び地下の地層中に圧入されるか、排水

基準を満たすよう処理がなされた後で河川や海洋に放出されるか、さらなる処理をして水

攻圧入水として再利用する等の対応がなされる。世界的に見ると海洋油ガス田の随伴水の

処理は、以前は生産された原油・ガスと共にパイプラインで陸上に輸送処理を行われるこ

ともあったが、昨今の海洋油ガス田開発の増加に伴う技術発展により、洋上での圧入処分、

または排水基準を満たす水処理・海洋投棄も行われるようになってきている。 

① 排水基準 

河川や海洋に放出する場合は、各国で排水基準が定められており、例えば、米国環境

保護庁（EPA：United States Environmental Protection Agency）は、メキシコ湾での

洋上油田で放出される生産水中の油含有量が 1日の最大量で 49 ppmを超えないように、

また月平均の油含有量が 29 ppm を超えないように基準を定めている。MARPOL（海洋

汚染防止条約）では油分 15ppm 以下としているが、50ppm を採用している国もある。

日本国内の油ガス田廃水の公共水域への排出基準は、鉱山保安法および水質汚濁防止法

に基づく省令および府令に定められている。また国で定めた基準の他、地方条例または

特定地域の実情に応じて地方自治体の規制または指導がある（表 3.7.1）。油ガス田の坑

廃水に重要な排水基準は、pH、油含有量、浮遊物質量（SS：Suspended Solids）、化

学的酸素要求量（COD：Chemical Oxygen Demand）、 生物化学的酸素要求量（BOD：

Biochemical Oxygen Demand）である。 
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表 3.7.1 排出基準 

 
（出典：鉱山保安テキスト－鉱場（鉱業労働災害防止協会、 2014）） 

② 水処理プロセス 

水処理プロセスにおける基本的な単位操作には、沈降もしくは浮上分離、凝集、ろ過、

吸着、スラッジ分の脱水および廃棄等がある。実際の処理プロセスでは、坑廃水の性状、

目標水質、規模、運転維持管理の難易度および経済性等を考慮し、上記方法が組み合わ

せて用いられる。油分の除去（de-oiling）や SS の除去には、浮上分離方式の a) API オ
イルセパレーター（API gravity separator）、b)CPI オイルセパレーター（corrugated 
plate separator）や、遠心分離方式の c)ハイドロサイクロン（hydrocyclone）、ろ過方

式のメンブレンフィルター（membrane filter）等が用いられている。 
 

a) API オイルセパレーター 

浮上分離装置の代表的なタイプである。分離・処理後の随伴水は、長方形の水槽に導

入され、層流で流れている間に水中の遊離性油滴が浮上分離する原理を応用した型式で

ある。油滴径が 150 [µm] までの分離を目的としている。 

b) CPI オイルセパレーター 

傾斜板式のオイルセパレーターで、板間隔を 20～40 mm とする波状の傾斜板を用い

ているため、単位面積当りの分離面積が大きく、油滴径 60 µm までの分離ができる。 

c) ハイドロサイクロン 

遠心分離式で分離性能が良く、エマルジョン状態にも対応でき、広く用いられている。

加えて、ガス誘発浮揚（IGF: Induced Gas Flotation）、液中に分散した油分・固形物

を微少気泡により分離させる二次油水分離装置を併用して分離効果を上げている（図 
3.7.21）。 海上でよく使用されている。 
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図 3.7.21 ハイドロサイクロンと油水分離装置 

（出典：キャメロン ジャパン） 

 

3.7.4 その他の設備・機器 

(1) 水攻圧入設備 

圧入水の条件として、油層内で閉塞を起こさないこと、圧入施設にスケールや腐食を起

こさないこと等が求められる。通常、圧入原水として海水を用いるが、その水処理プラン

トでは、海水中の溶存酸素、微生物、夾雑物を除去するために、コースフィルター（coarse 
filter）、ファインフィルター（fine filter）による濾過、デアレーター（deaerator）によ

る脱気および脱酸素剤の添加、そして殺菌剤、防腐剤、スケール防止剤などが添加されて、

圧入ポンプにて対象油層へ圧入される。 
 

(2) ガス圧入設備 

ガス圧入用コンプレッサーとその付属機器からなる。セパレータで分離後、脱水・露点

調整されたガスはコンプレッサーで昇圧され、契約圧力を満たすようにパイプラインで販

売されるか、油層の圧力保持やガスリサイクリングのためにガス層へ再圧入される。コン

プレッサーには、遠心式とレシプロ式などがあり、圧入層の圧力に応じて変化するが、高

圧であれば一般にレシプロ式が採用される。 
 

(3) ガス燃焼設備 

燃焼処理にはグランドフレア、またはフレアスタックが用いられる。FPSO（Floating 
Production, Storage and Offloading system）などの海洋プラットフォームに搭載される

グランドフレアは直径 5m×高さ 30m 程度の筒状の構造物で、ガスの発生量に応じて使用

するバーナーチップの数を変えることができ、ガス量の変動が大きい場合に用いられる。

火炎が見えず放射熱が少ない。フレアスタックは数十 m のトラス構造で、ガス量が多い場

合に用いられる。グランドフレアの場合にはプロセスモジュールや居住区に対し風上側で
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も風下側でも設置することが出来るが、フレアスタックの場合には放射熱を避けるため風

下側に設けられることが多く、放射熱量によってフレアスタックの長さと高さが決められ

る。燃焼処理設備は緊急時のために必要で、ガス生産量全量に対応できる設備が搭載され

る。 
現在、多くの海域で、随伴ガスを放出あるいは燃焼することが難しくなってきており、

生産したガスは、パイプラインで出荷するか、全量圧入する必要性が高い。 
 

(4) 制御システム 

制御システムの機能は、モニター、弁などの遠隔操作、流量・圧力などの調整機能およ

び緊急遮断弁の操作などである。モニタリング用計装機器は空気式が一般的で、一部電気

式が併用される。弁の遠隔操作には空気圧式と油圧式があるが、緊急遮断弁以外の調整弁

では空気圧式が一般的である。緊急遮断弁は油圧のアクチュエーターで作動させるケース

が多く、また、常時は油圧にて「開」とし、緊急時およびラインの損傷などによる圧力低

下に対してはスプリングにより「閉」となるフェールセーフ（fail safe）の構造となってい

る。流量・圧力・温度などの調整は、原油の生産・処理状態に応じて最適値となるよう自

動制御されている。 
 

(5) 付属装置 

付属装置には次のような機器がある。 

① ケミカルインジェクション（chemical injection） 

ワックス分の析出防止と配管内の防食などの目的で薬剤またはケミカル（chemical）
をプロセスシステムの圧力容器や配管の中に注入するための装置で、薬剤貯蔵用タンク

とポンプから成る。ケミカルの注入量は原油の性状により 1 日当たり数～数十リットル

程度である。また、ハイドレート防止のためにケミカルとしてグリコールがフローライン

や生産井に圧入される。グリコールは回収され、再生プロセスを経て再び使用される。

圧入量はガスおよび水の生産量、温度・圧力によって決定される。 

② マニフォールドおよびピグレシーバー（海洋油田の場合） 

FPSO などの海洋プラットフォーム施設において、フレキシブルライザー（flexible 
riser）の数が多い場合、スイベルの段数を減らすためにマニフォールドをスイベルの上

流側に設けることがある。フローラインの内部清掃と板厚検査などを行うピグ （pig） は、

プロセスシステムの入口から海底坑井まで往復するピグの送受装置として、主管より分

岐したピグレシーバーを設ける。 
 

3.8 計量 

計量は、油・ガス田からどれだけ生産されたかを記録・管理し、出荷・販売量を決定するう

えで重要な作業である。また、坑井ごとの生産量の推移を知ることは、将来の生産予測の基礎



第 3 章 探鉱から生産までの基礎技術 

 -199- 

となり油層評価のために必要である。一般的に、油ガス田全体と坑井別の日報が作成される。 

3.8.1 原油の計量（crude oil metering） 

分離処理された原油は、通常は、貯油タンクから LACT（Lease Automatic Custody 
Transfer）unit を通して販売される（図 3.8.1）。LACT unit では、BS&W を常に計測して、

それが基準値以上になった場合は、自動的に原油加熱装置へ戻す操作を行う。基準値に合格

した原油のみがパイプラインへ販売される。小規模油田でタンクローリーによる輸送販売を

行う場合には、LACT unit を使わずに、タンクローリーに装備されたマスターメーターによ

る計量で原油販売されるケースもある。 
 

 

図 3.8.1 LACT Unit   

（出典： FMC technical paper に加筆） 

 

(1) タンク計量 

貯油タンクの液位計で原油の液位を測定し、タンクテーブル（液深と液体積の関係を示

すタンク固有の表）を用いて原油の容量を求める方法である。日常の生産量の管理として

一般的に用いられている。販売量としてこの値を用いる場合は、標準状態（normal 
condition）に換算して表示する。タンク内の液比重、温度を測定し、JIS_K2249 等の規格

に示される表より容量換算係数を求めて、上記の容積値に乗じて算出する。さらに、少量

の BS&W をさし引いて取引される。BS&W は、採取したサンプル油を遠心分離器にかけ、

原油と BS&W 分に分離し、容積％によって標示する。 
タンクテーブルは、タンク建造時に API 2551 などの規格に従って作成するか、(社)日本

海事検定協会などの第三者検定機関に作成を依頼する。 
 

(2) 流量計による計量 

貯油タンクの出口または LACT Unit の出口部に設置した流量計で、原油の出荷量が計量

タンク計量 

流量計に

よる計量 
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される。流量計としては、①容積式流量計（positive displacement flow meters）、②ター

ビン式流量計（turbine flow meters）が用いられるが、最近では、③コリオリ式流量計

（coriolis flow meters）も用いられるようになっている。 

① 容積式流量計 

代表的な形式としてルーツ式とオーバル式がある。ケーシングの中にルーツ式は「ま

ゆ形」、オーバル式は「歯車形」をした互いに噛み合った一対の回転子が組み込まれて

いる。図 3.8.2 にルーツ式を示すが、流体がケーシング内に入ると回転子は流体に押さ

れて外側に回転する、その時に回転子とケーシング内壁との間に計量室 A、B が交互に

形成される。その結果、流体は A、B いずれかを通って下流側に排出される。計量室の

容量をあらかじめ求めておけば、あとは回転数を数えるだけで積算流量が計測される。

液体、気体とも測定可能。 
 

 

図 3.8.2 ルーツ式の動作原理と標準的な設置例 

（出典：佐鳥聡夫,MS TODAY,2002） 

② タービン式流量計 

流体で羽根車を回す方式に、流れを羽根車の回転面を直角に当てる軸流式、回転面と

平行に当てる接線流式の二種がある（図 3.8.3-a）。羽根車の回転数が体積流量に、回転

速度が瞬時流量に比例することから、検出コイルで電気的信号として取り出した羽根車

の回転数、回転速度を変換して計測する方式（図 3.8.3-b）。 
 

 

図 3.8.3-a タービン式の動作原理      図 3.8.3-b 設置位置 

（出典： a) MS TODAY,2002   b) 鉱山保安テキスト鉱場（鉱業労働災害防止協会、2014）） 

a) b) 
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③ コリオリ式流量計 

数学でいう回転座標系でその回転中心から離れたり、近づくように運動する物体には、

その進路を曲げる力が働くというコリオリの力を利用した流量計。図 3.8.4-(a)に示すよ

うに、振動するＵ字形チューブの中を流体が流れると、チューブの上昇又は下降に伴い、

二つの脚の間で逆方向のコリオリの力が生じる。この力は流入側と流出側で反対方向に

働くため、トルクが生じ、チューブにねじり角が生じる。コリオリの力は流体の質量流

速に比例することから、チューブのねじれ角を測れば質量流量が分かる。計測する場合

に必要な主な素子と信号を付け加えた図を示す（図 3.8.4-(b)）。 
質量流量の直接測定や密度の測定が可能であり、高精度でレンジアビリティーが高く

（最大流量の 1/100 まで測定可能）、他の計量器には無い多くの特徴を有している。そ

のため 1970 年代後半に実用化されて以来、流量計としての歴史が最も浅いにも関わら

ず、今や主要な計量器として不動の地位を占めるようになった。液体、気体ともに測定

可能。 

 

 

図 3.8.4-(a),(b)  コリオリ式流量計の測定原理 

（出典：横河技報,2010） 

 

3.8.2 ガスの計量（gas metering） 

(1) 標準状態と基準状態 

ガスは圧力温度条件によって体積が変化するので、計量の基準が JIS に定められている。

ガス量を体積で表す場合、次の二つの方法がある。 
 基準状態（1 気圧、 15.6℃の水蒸気飽和状態）： 

単位は[Sm3]。油ガス田からのガス生産量はこの基準で計上される。 
 標準状態（1 気圧、 0℃の乾燥状態）： 

単位は[Nm3]。都市ガスは、標準状態で計量・販売される。 

(a) (b) 
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図 3.8.5  ガス計量における基準状態と標準状態の違い 

 

同じ mol 数のガスを基準状態で表したときの体積 VSと標準状態で表したときの体積 VN

の間には、VS≈1.076 VNの関係がある。つまり、1 Sm3  = 1.076 m3。この関係は、以下の

ように誘導される。まず、図 3.8.5 に示すように、1 atm、 0℃で乾燥ガス VN [N m3]を容

器内に仕込む。次に容器の温度を 15.6℃まで上昇させると乾燥ガスの体積は V* [m3]にな

る。さらに、容器の圧力・温度一定に保ち、15.6℃での蒸気圧に相当する水分を容器内に

挿入すると、体積は VS [Sm3]になる。理想気体の状態方程式より、 

S
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(2) 計量機器 

天然ガスの計量では、流量計にてパイプラインまたはフローラインを通過状態での体積

流量を測定し、圧力・温度等の各補正をして基準状態での流量を求める。①オリフィスメー

タ（orifice meter）が一般的に用いられるが、②渦流量計（vortex flow meter）、コリオ

リ式流量計（原油の項参照）なども用いられる。 

① オリフィスメータ 

流体の流れている管内の途中に絞りを設け、その上流と下流に生じる圧力差を測定し

て、管路内の流量を求めるための計器である（図 3.8.6）。オリフィス式差圧流量計とも

いう。オリフィス板、導圧管、差圧計などから構成され、天然ガスを含む各種気体、液

体、スチームなどの流体の流量の計量が可能で、工業的に広くかつ一般的に使われてい

る。 
オリフィスメータによる天然ガスの計量方法については、日本では「日本工業規格（JIS）

M8010」 で規定されている。 
 

 

体積 VN [Nm3] 

@ TN = 273.15 K 

@ P = 1 atm 

ガス分圧 PN = P = 1 atm 

体積 VS [Sm3] 

@ TS = 273.15+15.6 = 288.75 K 

@ P = 1 atm 

ガス分圧 PS = P – PVAP = (1– 0.0174) atm 

 

水分（飽和水蒸気） 

15.6℃における蒸気圧 PVAP : 

PVAP = 1.765 kPa = 0.0174 atm   
乾燥 

ガス 

乾燥 

ガス VN V* 

湿潤 

ガス VS 
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図 3.8.6 オリフィスメータの作動原理と設置システムの例 

（出典：a) 鉱業労働災害防止協会、 2014、b）c) MS TODAY,2001） 

 
オリフィス計量で測定する項目は、オリフィス板前後の圧力（差圧）・静圧・温度で

あり、この測定データから、ガスの体積流量𝑄𝑄 [𝑚𝑚3 ℎ⁄ ]は次式で計算される。 

𝑄𝑄 = 𝐴𝐴𝑞𝑞𝐶𝐶0𝐸𝐸𝑑𝑑2𝜀𝜀𝐹𝐹𝐺𝐺𝐹𝐹𝐺𝐺𝐹𝐹𝑍𝑍𝐹𝐹𝑇𝑇𝐹𝐹𝑀𝑀𝐹𝐹𝑟𝑟�𝑝𝑝∆𝑝𝑝 

ここで、 
𝐴𝐴𝑞𝑞 ：表示状態によって決まる係数 

流量を標準状態で表す場合 𝐴𝐴𝑞𝑞= 0.005773 
流量を基準状態で表す場合 𝐴𝐴𝑞𝑞 = 0.006211 

𝐶𝐶0：限界レイノルズ数における流量係数、   𝐸𝐸：近寄り速度係数、 
𝑑𝑑：オリフィス径[mm]、                   𝜀𝜀：ガスの膨張補正係数、 
FG：ガスの比重補正係数、        𝐹𝐹𝑍𝑍：ガスの圧縮係数による補正係数、 
FT：ガスの温度補正係数、        FM：ガスの湿度補正係数、  
Fr：レイノルズ数における補正係数、    𝑝𝑝  ：流動状態のガスの静圧 [kPa]  
∆𝑝𝑝 ：オリフィスによって生じる差圧 [Pa]  

各補正係数の計算法は、JIS M8010 を参照。 
 

② 渦流量計 

管路の流れの中に円柱や角柱等の物体をおくと、その下流側に交互のカルマン渦が発

生する。流体の流速とカルマン渦の発生周波数は比例関係があり、渦の個数を検出すれ

ば流量が測定できる。検出は圧電素子で渦の振動をピックアップする方法が主流である

が、超音波で渦を検出する方法もある。カルマン渦式流量計の構造図を図 3.8.7 に示す。 

a) 

b) c) 
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図 3.8.7 カルマン渦式流量計の構造図    

（出典：KEYENCE Japan, 流量知識.com） 

 

3.8.3 多相流流量計（MPFM: Multi-Phase Flow Meter） 

(1) 多相流流量計の導入 

多相流流量計とは、油ガス田で生産される原油・ガス・水を、セパレータで分離する前

に各相の流量を計量する機器である。プロセスの単純化、設備費、操業費の低減、船上あ

るいは海洋プラットフォームなどへの搭載スペース・重量の低減などを可能にするもので、

特に海洋においては、開発・操業の効率化、コスト削減を図る手段として、1990 年代に試

験的導入が始まった（第 1 世代）。今や第 3 世代へと進化し、海陸合わせて世界で約 3000
基（2011 年現在）が設置されている。 
図 3.8.8-a)に、従来のテストセパレータを用いた生産坑井の生産レートを計測するフ

ローを示す。それぞれの坑井の生産レートを計測する度にテストセパレータに対象坑井の

生産流体が流れるように、フローラインをマニフォールドで切り替えなくてはいけない。

一方、図 3.8.8-b)のように、各坑井に多相流流量計を設置した場合は、常に坑井の生産レー

トを計測・監視することができ、フローラインの切替作業を省くことができる。陸海とも

に、設置スペースの制約が緩和されること、フローラインの切り替え作業にともなうセパ

レータのオーバープレッシャーコントロール（over pressure control）が不要となり、坑

井の能力によっては生じるガスのフレアあるいは放散が無くなることなど、操業上の利点

もある。図 3.8.9 に多相流流量計の外観を示す。 
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図 3.8.8 a)従来のテストセパレータ計量方式  b) 多相流流量計による計量方式 

（出典：Schafer, L. 2017 (Flow Control Magazine ウェブサイト)） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.8.9  多相流流量計の外観（左：Emerson 社 roxar-2600、右：Weatherford 社） 

（出典：Emerson 社と Weatherford 社ウェブサイト） 

(2) 計測の原理 

管内を多相流体が流動する場合は、１）各相間に速度差がある、２）各相が不均質に分

布している、等の理由により、各相の質量流量や体積流量を直接計測することは難しい。

現在、Pietro Fiorentini、Emerson（図 3.8.9 参照）、TechnipFMC 等から異なる多相流

流量計が市販されているが、多相流流量計では、図 3.8.10 に示すように、各相の体積占有

率、実流速、密度の内の幾つかの流動パラメータを計測し、その各流動パラメータを組み

合わせて計算することにより、各相の体積流量あるいは質量流量を計算で求める手法が用

いられる。基本的には、多相流体の総体積流量と各相の体積占有率を計測し、その積で各

相の流量が求められる。 
 

http://www.flowcontrolnetwork.com/wp-content/uploads/2017/01/emerson-flow_1216_A20940_1.jpg
http://www.flowcontrolnetwork.com/wp-content/uploads/2017/01/Emerson_test-separator-diagram-2.jpg
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図 3.8.10 流動パラメーター（各相の体積占有率、実流速、密度）の概念図 

（出典：R.Thorn 他,2013） 

 

① 総体積流量の計測 

多相流体の総体積流量の計測には、差圧計を用いる方法、流れのパターンについての

時間計測データの相互相関をとる方法等がある。図 3.8.11-a)に Emerson roxar-2600 の

MPFM の基本構造を示す。b)は、その内部に組み込まれているベンチュリー管を流体が

通過する時の差圧を測定している様子を示すが、差圧の測定結果から流量を求めること

もできるし、また、流量が別な方法で求まっていれば、密度を計算することもできる。 

  

図 3.8.11-a) MPFM の基本構造                       b) 差圧測定による総体積流量の計測 

（出典：a) R.Thorn 他, 2013 に加筆    b) National Measurement System, 2013） 

 
流れのパターンについての時間計測データの相互相関をとる方法では、フローライン

に幾つかのセンサー（密度計、圧力計、静電容量計等）を所定の間隔で設置して、スラ

グ流やバブル流などの流れの乱れにより生じる信号の変動を計測する。異なる位置での

信号の相互相関を求めることによって、流体の移動速度が計算される（図 3.8.12）。 
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図 3.8.12  異なる位置での信号計測 

（出典：National Measurement System, 2013） 

 

② 各相の体積占有率（phase fraction）の計測 

多相流動における各相の体積占有率の計測法には、電気的性質の測定、マイクロ波に

よる測定、γ線の減衰の測定等の方法がある。電気的性質の測定では、電極を使用して

管を横切る多相流体の電気インピーダンスを測定する。 混合物の電気的性質は、個々の

相の誘電率と導電率、体積占有率に依存するので、誘電率や導電率を測定することで、

各相の体積占有率が計算される。 
γ線の減衰の測定では、バリウム-133、セシウム-137、アメリシウム-241 等が放射線

源として用いられる。管断面の一端に放射線源を、反対側に検出器を設置して、多相流

体が管内を通過するときのγ線の減衰を測定する。γ線はガスにはあまり吸収されない

が水には強く吸収されるので、事前にγ線減衰とガス/水比の関係を得ておけば、管内流

体のガス/水比を求めることができる。 
放射線源を用いる方法は、かなり精度が高く多くの MPFM で採用されているが、放

射線源使用の許認可や操業時のケアを必要とすることから、敬遠される傾向がある。 
 

3.9 貯蔵 

3.9.1 原油の貯蔵 

原油貯蔵の方法としては、通常は地上タンクによる貯蔵法が用いられる。石油産業におい

て使用されているタンク類は、原油用、ガソリン用、LPG 用などそれぞれに応じて球型タン

ク、円型タンク、伸縮屋根式タンク、膜型タンク、円錐屋根式タンク（cone-roof tank）、浮

屋根式タンク（floating roof tank）などが用いられている。また、石油備蓄の目的では、地

上タンク方式に加え、地中タンク（岩盤タンクを含む）、海上タンクの貯留方式も採用され

ている。図 3.9.1 に原油タンクの貯蔵所別区分を示す。 
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図 3.9.1 原油タンクの貯蔵所別区分 

(1) 地上タンク方式 

原油貯蔵タンク（crude oil storage tank）として、地上タンク方式は貯油総量および基

数の両面において他の方式に比して圧倒的に数多く建設されている。屋根形状により、固

定屋根式（円錐屋根型、球面屋根型）と浮き屋根式とに区分され、固定屋根式の中に、内

部浮き蓋付き（インナー・フロート）のものも含まれる（図 3.9.2）。広く使用されている

のは、①固定屋根式円錐屋根型タンク（コーンルーフタンク）と、②浮屋根式タンク（フ

ローティングルーフタンク）で、浮屋根式タンクの貯油量が多いことから、国家石油備蓄

基地で多く設置されている。 
 

区分 浮き屋根式(floating roof)

内部浮き蓋付き

特徴 直径が比較的大きい

揮発性が低い油向き 揮発性が高い油向き 揮発性が高い油向き

屋根・浮き蓋タイプ シングルデッキ型

ダブルデッキ型

約5,000基 約750基 約2,400基

イメージ図

国内1000kl以上のタンク

数(H19年統計)

固定屋根式(fixed roof)

直径が比較的小さい

円錐屋根型(コーン・ルーフ・タンク)

球面屋根型(ドーム・ルーフ・タンク)

 

図 3.9.2 地上タンクの屋根形状による区分 

（出典：総務省資料を参照して作成） 

 

① 円錐屋根式タンク（図 3.9.3） 

原油貯蔵タンクとして最も構造が簡単で安価に建設できるので一般的に広く利用され

ている。円錐屋根型タンクの操作圧力は水柱 60～70 mm で、タンク内に存在する原油
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揮発ガスと空気との混合気体の圧力がタンクの操作圧力より高くなると、混合気体は開

放弁より大気中へ排出されて原油の揮発成分の損失となる。これは昼夜の気温の変化に

よって毎日起るもので呼吸損という。また、タンクに原油を張り込む時に、流入した原

油と等量の蒸発した蒸気と空気が放出されることによる損失を受入損失という。逆に、

原油の払い出し中にタンク内の空間が増す時には、外部から空気が入り込むことで圧力

の平衡が保たれるが、払出終了後にその増加分の蒸発分圧までの蒸発が起こり、結果と

して蒸発損失が発生する。これを払出損失という。 
ただ、この形式のタンクは内外圧に弱く、また、構造上油面と屋根との間に常に油蒸

気が存在するので、外気温の変化などにより油蒸気が外部に漏れるため、ガソリン、ナ

フサなどの軽質油およびそれらを成分として含有する原油には不向きで、主に重油など

の貯蔵タンクとして広く使用されている。日本では一般に呼吸損失は年間で全量の 3.5 %、

受入損失と払出損失は 0.2 %程度である。 
 

 

図 3.9.3 円錐屋根式タンク 

（出典：鉱山保安テキスト－鉱場（鉱業労働災害防止協会、2014）） 

 

② 浮屋根式タンク（図 3.9.4） 

浮屋根式タンクは、屋根が貯蔵物液面に浮いており、液面とともに上下するタンクで

あり、フローティング・ルーフ・タンクとも呼ばれる。原油面に屋根が密着しているた

め、空気や揮発性ガスが存在する空間がほとんどなく蒸気損失が大幅に減少し、発火、

爆発の危険がきわめて少ない。呼吸損失は円錐屋根タンクの 1/5～1/3 で、受入損失もほ

とんど無視できる程度まで低減できるので、原油、ガソリンなどの揮発性石油類の貯蔵

に多く用いられる。払出損失は浮屋根が下降するときに、側板に付着した内容液が大気

中に露出し蒸発することで生じる。これは濡れ損失ともいわれる。 
円錐屋根タンクにくらべて構造が複雑なため、修理維持に手間がかかることと、屋根

の排水や大雪の荷重に対する注意や寒冷時におけるシールメカニズムの点検など注意が

必要である。浮屋根式タンクは材料重量トンあたりの工事費は高いが、容量が大きくな

ると建設費は円錐屋根式タンクより安くなる。しかし、浮き屋根の上下動に支障が起き

ないように不等沈下を特に防止するための基礎工事費は高くなる。 
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図 3.9.4 浮屋根式タンク 

（出典：鉱山保安テキスト－鉱場（鉱業労働災害防止協会、 2014）） 

 

(2) 地中タンク方式 

地中タンクとはタンク躯体の大部分を地盤面より下に設置するタンクで、耐震性に優れ、

漏油・拡散の危険性が低く、景観への影響や外気温による貯蔵物への影響度合いも小さい

などのメリットがある。 
 

① 地中式浮き屋根タンク（図 3.9.5 (a)） 

地上タンク方式の浮屋根式タンクを地盤面より下に落とし込んだ構造のものをいう。

基本的な構造は浮屋根タンクと変わらないが、岩盤を掘り下げて施工することから、本

体が鉄筋コンクリート構造でその内側に鋼板によるライニングが施されている。原油の

最高液面が地盤面下にあり、地中構造物であることから、地震の影響が少なく、漏油の

危険性も低く、タンク間の距離を小さく出来るメリットがある。国内の施工例は、秋田

と水島（岡山）の一部に限られている。 
 

② 水封式地下岩盤タンク（図 3.9.5 (b)） 

地下水面下の岩盤内にトンネルを掘削して内壁を吹きつけコンクリートで覆った空洞

を設け、そのトンネルの内に原油を貯蔵する方式をいう。このタンクは、他のタンクに

共通するタンク内面のライニング加工（鋼板などの内張り）が無く、岩石の貯油空洞よ

り上部にある地下水圧により原油を封じ込める水封原理を採用している。腐食がなく、

保安要員や保安施設も少なくてすみ、地震にも強いメリットがある。国内の施工例は、

久慈、菊間、串木野に限られている。 
 

(3) 海上タンク方式（図 3.9.6） 

貯蔵船による洋上備蓄方式。大型タンカーを洋上に係留する方式を恒久施設化した浮遊

式海洋構造物であり、埋立地と防波堤によって平穏な泊地を確保し、ここに、直方体のタン

ク（原油貯蔵船）を並列に配置、常時係留して、その周りを防波堤や防波提で囲んだもの

をいう。このタンクは動力を持たない非自航の船舶（危険物バラ積船）として、造船所で
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建造され、船舶安全法等に基づき5年に1度の定期検査でドック入りが義務化されている。

タンクは二重殻構造で、タンク内部には防波板を有している。タンクの四隅には係船ドル

フィンが設けられ、これにタンクを係留し、固定している。この海上タンク方式は、土地

の取得や地質調査など、タンク設置の準備にかかる費用を比較的小さく抑えることができ

るが、国内の施工例は、白島（北九州）と上五島に限られている。,b)参照） 
 

 

図 3.9.5 (a) 地中式浮屋根タンク    図 3.9.5 (b) 水封式地下岩盤タンク 

（出典：秋田石油備蓄ウェブサイト）   （出典：日本地下石油備蓄ウェブサイト） 

 

 

図 3.9.6 (a) 海上タンク・システム図    図 3.9.6 (b)上五島石油備蓄基地の海上タンク 

（出典：JOGMEC）        （出典：上五島石油備蓄ウエブサイト） 

 

3.9.2 ガスの貯蔵 

(1) ガス貯蔵の目的 

油・ガス田からのガス、LNG 基地からの気化ガスは、パイプライン網を通じて消費者に

供給される。季節や昼夜の需要変動に対応するために、パイプライン網の各所に貯蔵施設

を設けて需要のピーク、オフピーク時のガス供給量の過不足を調整している。小規模の都

市ガス事業者（需用者側）の場合、球形ガスホルダーを貯蔵施設として昼夜の需要のピー

ク、オフピーク時のガス供給の過不足を調整している。一方、大口ガス需用者がパイプラ
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イン沿線に多数存在する場合、図 3.9.7 のように冬季と夏季間でガス需要が大きく変動す

ることから、生産地から消費地に至るパイプラインの年間平均稼働率（load factor）が悪

くなる。このため季節間の需要変動を平準化させて（不需要期に余剰ガスを貯蔵し、需要

ピーク期に払い出す）、ピーク負荷を低減させることが、生産ガス量の安定化、パイプラ

イン送ガス量の平均化をもたらし、油ガス田の安定操業と、ガス事業の経済性改善に大き

く寄与する。このような需給調整のために要求される貯蔵量が非常に大きいことから、ガ

スの地下貯蔵または液化天然ガス（LNG）貯蔵が行われる。 
ガス貯蔵は、上述のようにピークシェービング対応を主目的とするが、生産井やガス処

理プラント等の故障時のバックアップ対応、さらに、市場の自由化・規制緩和が進んでい

る欧米では、非需要期に低価格で購入し、需要期に高値で売却する等の対応がなされてい

る。 
 

 

図 3.9.7 ガス需給の季節変動図 

 

(2) 天然ガス供給システム 

天然ガス供給システムは、図 3.9.8 のように ①油・ガス生産井、②集ガス・パイプライン

（gathering lines）、③幹線ガス・パイプライン（transmission lines）、④天然ガス処理

設備（processing plant）、 ⑤ガス地下貯蔵施設（underground storage）、⑥LNG タン

クおよび気化設備（LNG plant）等 から構成されている。 
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図 3.9.8 天然ガス供給システム（イメージ図）  

（出典：NPC,Natural Gas Infrastructure） 

 

(3) ガス貯蔵方式 

天然ガスを気体のまま貯蔵する方式と LNG 化して貯蔵する方式があり、貯蔵所別区分

を図 3.9.9 に示す。貯蔵規模が小さい球形ガスホルダーを除き、各貯蔵方式について概説

する。 
 

 

図 3.9.9 ガス貯蔵方式 
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① ガス地下貯蔵 

ガス貯蔵は、天然ガス供給システムにおいて必要不可欠であり、大規模になると地上

貯蔵施設（LNG 貯蔵等）より安全かつ安価であるガス地下貯蔵施設（UGS：Underground 
Gas Storage）が有利である。多くは利用度の高い天然ガス消費地に近い場所に設置され

ている。UGS 方式として、a)枯渇ガス田（depleted gas reservoir）、b)帯水層（aquifer）、
c)岩塩ドーム（salt cavern）（岩盤空洞を含む）などがある。Cedigaz の「Underground 
Gas Storage in the World-2017 Status」によれば、2016 年末現在、欧米を中心に世界

に 692 箇所の UGS が存在し、4200 億 m3の貯蔵能力がある。その構成の内訳は、枯渇

ガス田 74％、帯水層 11.5％、岩塩ドーム 14.5％で、枯渇ガス田が圧倒的に多く、国内

でも新潟県内 5 箇所で枯渇ガス田が利用されている。図 3.9.10 に示す各方式の概要は次

のとおりである。 
 

a) 枯渇ガス田への貯蔵 

天然ガスを生産した後の枯渇ガス田にガスを圧入、貯蔵する方式。ガス田としての操

業実績から、地下構造が把握できていること、坑井や生産設備が活用できる利点がある。

三つの方式のうちで、設備投資が安価。貯留層の圧力を維持する為に、回収できないクッ

ションガス（ベースガスとも呼ばれ、貯蔵した天然ガスを排出するために必要な貯蔵層

に残るガス）として貯留層容量の 50%の天然ガスを必要とする。 
 

b) 岩塩ドームへの貯蔵 

地下の岩塩層を水によって溶解し、人工的に作った空間（ドーム）に天然ガスを圧入、

貯蔵する方式。岩塩ドームは浸透性がないのでガス貯蔵に適しているが、貯蔵空間を確

保できる岩塩層は限られている為、貯蔵容量は限定される。通常は他の 2 方式に比べ約

1/100 程度の小容積となり、ベース負荷運転調整用には適さず、緊急時や想定外の需要

急増時の迅速な供給に適している。また、クッションガスは貯留層容量の 20-30%の天然

ガスで済むため、天然ガス価格が割高な場合には有利になる。 
 

c) 帯水層への貯蔵 

帯水層に存在する岩石の孔隙に天然ガスを圧入、貯蔵する方式。枯渇ガス田と異なり

帽岩（キャップロック）が存在するとは限らないので、長期間に亘る圧力テストによる

安全性の確認が必要となる。また、新たに設備投資が必要となるため、枯渇ガス田方式

に比べて高くなる。貯蔵の為に新たにガスを注入することから、クッションガスとして

貯留層容量の 50-80%の天然ガスを必要とする。 
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図 3.9.10 ガス地下貯蔵方式概念図 

（出典：AGA､2016 の図を加工） 
 

(4) LNG タンク貯蔵 

LNG は、気体である天然ガスを-160℃以下に冷却して液体にしたもので、液化により気

体の体積の約 1/600 に減少する。そのために、天然ガスに比べて高密度に貯蔵可能である。

さらに、LNG の低温貯蔵は、天然ガスの高圧貯蔵に比べてタンク内圧が低いために、大型

タンクの設置が可能であり、輸送・貯蔵が容易となる。 
LNG タンクは、LNG 液を低温液体の状態で保持する貯蔵容器であり、現在までに世界

では 100 を越える基地で 400 基以上の LNG タンクが建造されている。図 3.9.11 に示すよ

うに、(a)液化基地での LNG 製造と船積みまでの間、(b)LNG 受入基地における荷揚げ/再
ガス化/出荷までの間、さらに、(c)ピークシェービング用の LNG 基地においては、ガス不

需要期に幹線ガス・パイプラインで送られてくる天然ガスを逐次再液化し、需要期に出荷・

再ガス化するまでの間、貯蔵する役目を果たす。LNG タンク 1 基の貯蔵能力は 4～20 万

m3の範囲のものが一般的であり、図 3.9.9 に示すように、陸上においては、設置形態から、

地上式、地下式の 2 方式があり、海洋においても、液化基地～受入基地間で LNG 液を運

搬する LNG 船や、船上で LNG を製造する FLNG 船、浮体式 LNG 受入基地と呼ばれる浮

体式貯蔵・再ガス化設備（FSRU:Floating Storage & Re-gasification Unit）などで使用さ

れている独立型（球形、方形）、メンブレン（membrane）型の方式がある。 
海洋タンクについては、第 4 章に記載しているので、本項では、陸上 LNG タンクの各

方式、及びタンク構造（図 3.9.12）とその主な特徴について概説する。 
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図 3.9.11 LNG の生産から消費までの流れ 

（出典：JOGMEC_石油・天然ガス用語辞典､2010） 

 

① 地上式タンク 

a) 金属二重殻式タンク 

LNG を貯蔵する金属製内槽（底部が平板、側部が円筒、屋根がドーム型の形状）、そ

の外側を同形の金属製外槽で包み、内外槽間の空間にパーライト等の LNG の蒸発を抑

制する保冷材（断熱材）と不活性ガス（窒素）を充填した構造である。最も歴史が古く

て実績が多い（LNG タンク全体の約 50%）型式である。LNG と直接接する内槽の材料

は、9%ニッケル鋼（以下 9%Ni 鋼と略す）やアルミニウム合金の低温用鋼板で、最近は

全て 9% Ni 鋼が使用されている。外槽は常温用鋼板（炭素鋼）で、内槽からの LNG 漏

洩時に液を貯留する機能は有していない。このため、周囲には万一の LNG 漏洩に対し

て防液堤が設けられており、漏洩時の影響を局所化するために、漏洩を早期に検知する

設備、火災や蒸発したガスの拡散を制御するための各種防災設備を設置して保安レベル

を高めている。圧力技術誌（2014）によれば、1972 年運用開始し、約 40 年間稼働して

きた大阪ガスの 2 基の同型タンクを解体・撤去した際、-162℃の冷熱で保持された内槽

材（9％Ni 鋼、アルミニウム合金）の性能試験を実施した結果、経年劣化は認められな

かった。 
 

b) PC-LNG タンク 

従来と同様の金属二重殻式タンクと、それを保持する PC（Pre-stressed Concrete）
製外槽（防液堤）を隣接させて一体化させた構造のタンクで、近年世界で設置されるタン

クの主流となっている。コンクリート壁にあらかじめ圧縮力を与える（プレストレス）

ことで、LNG が漏洩した時の液荷重に対しても、ひび割れを起こすことなく合理的に耐

えることができ、内槽が破壊しても二次防壁（PC 製防液堤）で完全に外部への漏洩を防

げる構造で、容器としての外槽の機能強化を図った保安強化型のタンクである。PC-LNG
タンクでは防液堤を削減できることから、金属二重殻式タンクと同じ敷地面積でタンク

の大型化が可能となり、タンク容量が 2～3 倍増となっている。 
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c) PC メンブレンタンク 

ステンレス（SUS）製のメンブレン（厚さ約 2mm の薄膜）を、保冷材であるポリウ

レタンフォーム（PUF:PolyUrethane Foam）等を介して、PC 製容器の内槽材として取

り付けた構造のタンク。メンブレンにはコルゲーション（ひだ）と呼ばれる波形加工が

なされ、LNG 冷熱による温度伸縮を吸収している。また、内槽材に要求される強度機能

を外槽の PC が兼用する合理的な構造である。周囲には防液堤が設けられている。日本

では実績がないが、フランス、韓国で建造されている。この 10 年間で LNG タンカー容

量が大きくなり、既に 26.6 万 m3に達するものも出てきた。既存の LNG 液化基地、受

入基地のタンク容量が追いつかず、理論的には容量制限が無いタンクであることから、

近年、32 万 m3以上のタンク建造も検討されるに至っている。 
 

d) RC-LNG タンク+周辺盛土 

金属製内槽（9% Ni 鋼）、保冷材およびそれを保持する鉄筋コンクリート

（RC:Reinforced Concrete）構造の外槽で構成され、その周囲に盛土を施したタンク。

後述する「Double Integrity（二重保全）」の考え方を提唱した型式。マレーシア、オー

ストラリアに 9 基設置されている。 
 

②  地下式タンク  

a) 地下式タンク 

コルゲーションのついた SUS 製のメンブレン（厚さ約 2mm の薄膜）を、地下に設置

した RC 製駆体の内側に、保冷材である PUF を介して取り付けた構造のタンク。日本で

開発され、国内で多くの実績を有している型式。LNG 液はタンク底部近くに配置された

液中ポンプにより払い出される。液面が周辺の地面より下にあり、液が漏洩しても地表

に流出しない本質的な安全性を有するために防液堤が不要で、タンク間距離を小さくと

ることができ土地の利用効率が高い。タンク部分を地下に埋設し地上からは鋼製のドー

ム屋根しか見えないので、周辺からの景観面で優れている。 
完全埋設式タンクでは、RC 製の屋根を有し、その屋根部にもメンブレンを配置して

0.02Mpa 程度の微圧を加えるものもある。 
 

b) ピットイン式タンク 

地上式タンク（PC タンクあるいは金属二重殻式タンク）を、地下に構築した RC 製円

筒形の空間（ピット）内に設置したタンク。景観対策、敷地制約等の周辺条件より採用

されている。 
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図 3.9.12 世界の LNG タンクの方式概念図 

（出典：JHPI Vol.38 No3 2000、大林組ウェブサイトを加工） 

 

(5) 日本における LNG タンクの建造トレンド 

日本における年代別 LNG タンク型式と容量の推移を図 3.9.13 に示す。タンクの型式に

ついて、1970 年代以前は地上式金属二重殻式タンクが 69%と主流であったが、1980 年代

には 56%に低下、地下式タンクが 44%と増加。1990 年代になると大阪ガスが開発した

PC-LNG タンクが設置され始め、2010 年代以降、PC-LNG タンクが 87.5％と主流となり、

金属二重殻式タンクの設置はほとんど無い。また、タンク容量についても、1970 年代以前

は全て 12 万 m3未満（最大 9.5 万 m3）であったものが、1990 年以降は 12 万 m3以上のタン

クが半数以上、2010 年代になると 18 万 m3以上が 62.5％と大容量化が進んでいる。世界

最大の LNG タンクは、2017 年に稼動開始した Kogas（韓国ガス公社）・三陟（サムチョ

ク）LNG 基地の PC-LNG_27 万 m3タンクに譲ったが、それまでは 2013 年完成の東京ガ

ス・扇島 LNG 基地の地下式 25 万 m3タンク（内径 72m、深さ 61.7m）であった。 
 

地上式 地下式タンク 

金属二重殻式タンク PC-LNG タンク 地下式タンク 

 
  

PC-メンブレンタンク RC-LNG タンク＋周辺盛土 ピットイン式タンク 
(日本には無い) (Double Integrity Tank)  
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図 3.9.13 日本における LNG タンクの建造トレンド 

（出典：大阪ガスウェブサイト） 

 

(6) LNG タンク型式の設計思想の変遷 

一つの大事故を契機として高まった可燃性液体（LNG、LPG）の貯蔵の安全に対する考

え方が LNG タンクの設計思想の変化をもたらした。それは 1977 年カタールで LPG（液

化プロパンガス）タンクの低温脆性破壊による火災爆発事故である。このタンクは、金属

一重殻＋外周保冷構造で、一つの防液堤のみを持つ、シングルコンテインメント・タンク

であった。事故の原因は、タンク材料として使用されていた低温用鋼材の靱性不足と溶接

部の施工・品質管理の不十分さが引起した低温脆性破壊と推定された。しかし、この事故

は単に低温材料の材質や溶接管理にとどまらず、低温液化ガスが漏洩した場合の安全な格

納をどう確保するかという点で、その後の LNGタンクの設計思想に大きな影響を与えた。 
 

① ダブルインテグリティー（Double Integrity、二重保全） 

1979 年 Shell は第 10 回石油国際会議において、新しいコンセプトとして、考えられ

得る内槽の破壊から生じる漏洩液を独立した 2 番目のタンク（外槽）が貯液する「ダブ

ルインテグリティー（二重保全の思想）」を提唱した。タンク構造は、クラックアレス

ト性能（crack-arresting property、内槽にクラックが発生しても大規模な破壊に至る前

に亀裂伝播が停止する性能）の有無によって、次の二つの形式に分類された。 

a) type1) 内槽材にクラックアレスト性能を持つ材料、適切な溶接仕様を用いた場合、

タンク構造は、a)内外槽ともに鋼製、もしくは b)鋼製内槽、PC 製外槽とする。 

b) type2)  内槽材がクラックアレスト性能を持たず脆性破壊を引き起こす可能性がある

場合、外槽は破壊の際に生じる衝撃的な液荷重（静液圧の 6 倍）に耐える必要があり、

外槽は RC 構造とするほか、その周囲に盛土を施す構造とする。 

そして、内槽材である 9％Ni 鋼のクラックアレスト性能が証明されない限り、内槽の

脆性破壊の危険性は払えない、LNG タンクは type2 の「RC 製外槽を盛土で外周を支持

する構造」にすべきであるという主張に基づき、Shell は 1983 年にマレーシアに前述の

「RC-LNG タンク＋周辺盛土」構造タンクを建設した。 
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② フルコンテインメント・タンク（full containment tank、完全格納式タンク）の思

想 

1986 年 に 英 国 の EEMUA （ Engineering Equipment and Materials Users' 
Association）がタンク形式を見直して、「低温液化ガス貯蔵タンク設計・施工指針」を

発行し、万一の漏洩に備えて設置される二次障壁（防液堤）の位置に応じて、LNG タン

ク形式を分類する新しい考え方を示した。これは、一次容器である内槽に接近した位置

に二次障壁を設置し、内槽から漏洩した LNG を全量確実に貯留して外部への流出を防

止し、災害の影響範囲の局所化を目指す設計思想が反映されたものと考えられる。内槽

からの LNG 漏洩箇所のイメージ図を図 3.9.14 に示す。 
EEMUA 指針の分類に従うと、 

a) 「シングルコンテインメント」（single containment、一重容器式）：金属一重殻タン

クまたは金属二重殻タンクの内槽が貯液機能をもつタンクで、外槽は保冷材を保持する

機能を持つだけであり貯液機能を持たない。従って、防液堤が必要となる。 

b) 「ダブルコンテインメント」（double containment、二重容器式）：内外槽共に貯

液機能をもつタンクで、外槽は内槽から 6m 以内に設置される。内槽は通常運転時に内

溶液を貯蔵し、外槽は内槽から漏れた液を貯蔵することができる構造である。 

c) 「フルコンテインメント」（full containment、完全格納式）：内外槽共に貯液機能

をもつタンクで、外槽は内槽から約 1～2 m の距離に設置される。内槽は通常運転時に

内溶液を貯蔵し、外槽は内槽から漏れた液およびガスを貯蔵することができる構造であ

る。①金属内槽＋金属外槽、②金属内槽＋PC 外槽、③金属内槽＋RC 外槽＋盛土の三つ

のタイプがある。 

 

③ フルコンテインメント・タンクの採用 

1986 年第 8 回 LNG 国際会議で GRI（Gas Research Institute：欧米および日本の 13
研究機関が参画）が、9％Ni 鋼に十分なアレスト性能があるという研究成果を発表し、

LNG タンクの脆性破壊に対する安全性が世界的に確認された。この結果を受けて、1988
年 Shell は“もう盛土形式のタンクは建設しない、EEMUA の提示した外槽を PC とする

PC-LNG タンク型式の「フルコンテインメント」設計指針に従って、設計・建設をする”
と発表、1993 年のブルネイを皮切りに以降 PC-LNG を採用し建設している。 

Shell に留まらず、1990 年以降の海外 LNG タンクは、フルコンテインメント・タン

クが主流となっており、PC-LNG タンクはその代表的なタンク型式となっている。 
 

上述の主要な LNG タンク設計型式の設計思想の変遷を図 3.9.15 に示す。 
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図 3.9.14 内槽からの漏洩が発生した場合のケース分け 

（出典：Nejat ababay） 

 

 

図 3.9.15 LNG タンク設計思想の変遷 

（出典：JHPI Vol.38 No3 2000） 
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